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資料紹介
スペイン経済： 1986年 スペイン銀行
『年次報告』より
楠
?
義
はしがき
わが国に初めて南蛮文化という名の西洋文明をもたらした国の現状について，われわれ
は殆ど何も知らない。だが，かれらスペイン人達はわれわれの経済・社会・文化について
実によく理解していることをわたしは1985年度の在外研究の折に実感した。こうした認識
ギャップを少しでも埋めたいと願い， 帰国後， J. A. マルティネス＝セラノ他著「現代ス
ペイン経済ー1960年から80年まで一ー 」（新評論， 1987年刊）を訳出したのである。
スペインは 1986年1月に念願の EC加盟を果たし， また同年3月にはフェリペ＝ゴン
サレスの社会労働党政権下にあって NATO残留を国民投票で可決した。経済的にも政
治的にも西側世界の一員として自他ともに認められた訳で，現在，同年6月に再選された
ゴンサレス政権のもとで，スベインの経済・社会は1992年に向けて大躍進を続けているも
のと思われる。 1992年は，カトリック・スベインが最後のアラブ・イスラム教徒をグラナ
ダから追放し，コロンブスが新大陸を「発見」した時から数えて 500周年にあたり，それ
を記念してセビリャでは EXPO'92が， また周知のようにバルセロナではオリンピック
が開催される。 さらに経済的に重要なことは，同年に EECが統一市場として完成される
運びになっており，スペインはそれまでに経済の再編と強化を迫られているのである。
小稿の目的は，こうしたスペイン経済の現状を事実に即して理解するうえでまず目を通
すべき，わが国の「経済白書』に相当する文献をスペイン経済に関心のある人々の利用に
供すると同時に，上記の訳書で扱われた60年代と70年代の後，スベイン経済が80年代にど
のように進展したのか，その一端を明らかにする基礎資料を整えることにある。そこでま
ず，手元にある「報告』で新しいものから訳出し，最終的には1989年の資料が入手できる
1990年秋頃までに，「年次報告」 1980年版から 1989年版まで全10版をとりあえず完成させ
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たいと考えている。
略号一覧
BE : Banco de Espana. スペイン銀行
CAMPSA : Compaflia Arrendataria del 
Monopolio de Petr6leos, S. A. 石油専売株式会社
CNE : Contabilidad Nacional de Espana. スペイン国民経済計算
DGA: D' irecc10n General de Aduana. 税関庁
EPA: Encuesta poblaci6n activa. 労働力調査
FEC: Fondos de Empleo Comunitario 共同雇用基金
INE: Instituto Nacional de Estadistico. 国民統計協会
INEM: Instituto Nacional de Empleo. 国民雇用協会
IVA: Impuesto sobre el Valor Afladido. 付加価値税
MINER : Ministerio de Industria y Energia. 工業・エネルギー省
MOPU: Ministerio de Obras Publicas y Urbanismo. 公共事業・都市整備省
OFICEMEN : Agrupaci6n de Fabricantes de Cementa de Espana. 
スペイン・セメント製造業連合会
SEOP AN : Asociaci6n Empresas Constructoras de Arn bi to Nacional. 
全国建設企業連盟
なお，〔 〕は原書のカッコで，（ ）は読みやすくするために訳者が加筆したこと
を示すカッコである。
2. 1986年のスペイン経済＊
前節で述べられた国際環境のもとで1986年にスペイン経済は，石油価格の下落とドルの
減価を反映した実質交易条件の改善と，それらの結果としてのインフレ率の低下，さらに
は—その年をつうじてヨーロッパ諸国全般にみられた特徴でもあった 外国需要（輸
出）から国内需要への需要シフトを経験した。
スペインの外国貿易で石油の純購入は相対的に重要であるために，実質交易条件の改善
は19形台に達したが，これは工業諸国で記録された平均値を上回っている。原油価格の低
下は国内価格の一部に波及したにすぎなかったとはいえ，（ドル安による）輸入財価格（の
低下）はインフレ過程をやわらげるのに役立った。また， (1986年1月の EC加盟によ
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る）付加価値税 IVAの適用は， 86年に諸物価を高騰させる要因となったにもかかわら
ず，消費者物価ではかった同年のインフレ率は鈍化の基調を示し，その傾向は1987年初頭
に顕著になった。要するに，スペイン国外から国内への需要シフトは他のいかなるヨーロ
ッパ経済よりも強力に進展したのであって，国内需要の構成要素はいずれも力強く増加し
た反面，対外取引（貿易残高）は生産増加にとって大きなマイナス要因となった。こうし
た実質的貿易収支の悪化にもかかわらず， 国内総生産 GDPは大きく増加して雇用の創
出に力を貸し， また経常収支は輸入価格（の低下）に恵まれて大幅な黒字を記録した。
1 -6表から分かるように GDP〔市場価格表示〕は 1986年に実質で3形成長したが，
前年の成長率は 2.2形にすぎなかった。消費も投資も増加したために国内需要は，スペイ
ン銀行の「調査・ 研究局」の推計によれば， 1985年の 2.7%から 86年には6%へその伸び
1 -4図 GDPの成長にたいする国内需要と貿易残高の寄与度
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出所〕 1983年~85年：スペイン「国民経済計算」， 1980年価格で算定。
1986年：スペイン銀行による推計，前年の価格で算定。
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1-6表主なマクロ経済指標： 1986年〔a〕
単位： 10億ペセタ
1985年 1986年 1986年変化率
名目値実値四名目値実質1価格 1名目 l曇
国内民間消費 17, 985 18,?05 20,341 4.0 8.8 13. 1 2.58 
政府消費 3,918 4,0?5 4.421 4.0 8.5 12.8 0.56 
総資本形成 5,393 6,163 6,569 14.3 6.6 21.8 2. 75 
固定資本 5,336 5,915 6,305 10.8 6.6 18.2 2.07 
建 設 2,283 3,513 3,759 7.0 7.0 14.5 0.82 
プラント 2,053 2,402 2,546 17.0 6.0 24.0 1. 25 
在庫変動 57 248 264 0.68 
国内需要 2?,296 28,943 31.331 6.0 8.3 14.B 5.89 
輸 出 6,505 6,5?8 6.495 1. 1 -1.3 -0.2 0.26 
財 貨 4,292 4,213 3,937 -1. 8 -6.6 -8.3 -0.28 
サービス 2,213 2,365 2,558 6.9 8.2 15.6 0.54 
輸 入 5,871 e,m 5, ~41 14. 9 -14.9 -2.2 -3.13 
財 貨 5,164 6,032 4,973 16.8 -17. 5 -3. 7 -3.11 
サービス 707 713 768 0.9 7.6 8.6 -0. 02 
貿易残高 634 -167 754 -2.87 
国内総生産
28.??6 〔市場価格表示〕 27,930 32,085 3.0 11.5 14. 9 3.02 
出所〕 INEおよび BE.
り 1985年のデー タは， 1980年ベースの「国民経済計算」で INEが公表したもので
あるが，暫定値である。 1986年の数値はスペイン銀行の推計による。
*) 1985年価格で表示。
率を加速させ，その増勢は同年をつうじて日増しに強まっていった。そうした需要のかな
りの部分は輸入に振り向けられ，輸入の実質的な増加率はほぼ1596に達したのにたいし
て，財・サービス輸出の実質的な増加率は 1.196にとどまった。その原因としては，大部
分の外国市場の低迷，為替の変動（ドル安）に由来する競争力の喪失，インフレ格差，そ
してごく低い貿易保護の水準を挙げることができる。その結果， GDPの実質的な成長に
たいする貿易残高（輸出一輸入）の寄与度は一2.9, ると，大きなマイナス要因になったが，
これは，やはりマイナスの前年の寄与度〔ー0.5形〕と比べてもかなりひどいものである。
経常収支のうちで実際に悪化したのは商品取引（貿易収支）に限られており，観光収入
（貿易外収支）は実質的に非常に巨額の受取超過を計上したのである。このことは，エネ
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1-7表経常収支
1985年〔a〕
受 取は 払収支尻
貿易収支 4,005 4,717 -712 
貿易外収支 2,515 1,523 992 
観光・旅行 1,375 170 1,205 
投資収益 288 596 -308 
その他サー ビス｀ 852 757 95 
移転収支 302 115 187 
経常収支 6,822 6,355 46? 
1985年〔a〕
元又 取は 払 1収支尻
貿易収支 23,478 27,857 -4,379 
貿易外収支 14,882 8,987 5,895 
観光・旅行 8,151 1,010 7,141 
投資収益 1,692 3,502 -1,810 
その他サービス 5,039 4,475 564 
移転収支 1,809 672 1,137 
経常収支 40.169 37,516 2,653 
出所〕 Secretaria de Estado de Comercioおよび BE.
a〕暫定値
b〕予測値
単位： 10億ペセタ
1986年〔b〕
受 取は 払 1収支尻
3,727 4,596 -869 
2,774 1,471 1,303 
1,672 210 1,462 
209 488 -279 
893 773 120 
603 450 153 
?,104 e.m 581 
単位： 100万ドル
1986年〔b〕
芦工 取は 払 1収支尻
26,664 32,931 -6, 267 
19,955 10,524 9,431 
12,059 1,514 10,545 
1,494 3,483 -1, 989 
6,402 5,527 875 
4,348 3,256 1,092 
50,967 46,711 4,256 
ルギー輸入額の大幅な減少とも相まって，エネルギー以外の商品貿易（収支）が悪化した
にもかかわらず経常収支が全体として5870億ペセタ〔42億5600万ドル〕の黒字 これ
は， 1986年の GDPの1.8形に相当し， 85年の経常収支の黒字4670億ペセタ〔26億5300万
ドル〕を上回る を記録するのを可能にした〔1-7表（および1-5図）をみよ〕。かく
て，政府部門の赤字の対 GDP比が低下した年 (1986年）に民間部門の貯蓄によって，
民間部門で回復しだした投資のファイナンスが可能になっただけでなく，スペインからの
多額の対外純貸付もまた可能になったのである。
輸出の動向が思わしくなく，また国内需要のかなりの部分が輸入に向かった（有効需要
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1－5図経常収支・エネルギー関連貿易収支・非エネルギー関連貿易収支の推移
単位： 10億ペセタ
経常収支〔名目値〕の推移
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出所]SecretariadeEstadodeComercioおよびBE.
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の漏出）にもかかわらず， この根強い国内需要によって年平均2.4%の雇用増がもたらさ
れたが，第2次産業と第3次産業だけをみればその増加率は 5.0彩に達した。だが，労働
市場におけるこうした目党ましい変化も失業をそれほど解消するには至らなかった。とい
うのも，雇用見通しの改善を前にして労働供給が論理的に（増加する方向に）反応したか
らである。しかし最気回復が底堅いという考えは広まってきており，一ーその底流には数
年来の経済調整政策による好影響がみられるものの一ーその考えを刺激した要因として
は，実質交易条件の大幅な改善，拡張（景気刺激）的な公共部門，そしておそらく予想以
上に拡張的となった貨幣政策が挙げられる。残された主たる問題は，それほど活況を呈し
ていない国際環境のもとで，スペイン経済をいまだに悩ませている不調整（不均衡）要因
を今後も除去しながら，安定的で持続的な成長に向けて歩みだせるかどうか，にかかって
いるであろう。
＊小稿は，はしがきでも述べたように，スペイン銀行が発行する『年次報告： 1986年版」
Jnforme Anual 1986の第1章第2節を訳出したものである。参考までに， B5版177
ページからなる同書の目次を紹介しておこう。
第1章 1986年の世界経済とスベイン経済
1節 1986年の世界経済
1. 1 工業国
1. 2 開発途上国
1. 3 為替レート
2節 1986年のスペイン経済
2. 1 需要
2. 1. 1 外国需要
2. 1. 2 国内需要
2. 2 生産
2. 3 雇用
2. 4 物価，生産コスト，所得
2. 5 政府部門
3節 1987年の予測
第2章 スペイン経済のファイナンスと貨幣政策
1節資金フローと貨幣政策
本書 172ページ
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235 , 
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1. 1 スペイン経済の資金フロー
1. 2 1986年の貨幣（政策）プログラム
1. 3 通貨供給量（マネーサプライ）の推移
1. 4 利子率の推移
1. 5 ペセタの為替レートの推移
2節金融市場と貨幣政策の編成
2. 1 一般大衆の金融資産にたいする需要シフト
2. 2 通貨供給盤の推移の不規則性
2. 3 国債市場の分割（歪み）
2. 4 現金資産の供給の調整
3節政府部門のファイナンス
4節民間部門のファイナンス
5節外国との金融取引
付表金融制度にかんして採択された主な法令〔1986年1月~1987年3月〕
なお，本書に付属してB5版317ページからなる「年次報告・ 統計編」 lnformeAnual 
1986/A炭ndiceEstadisticoも刊行されていることを付記しておこう。
2. 1需要
1983年と84年にスペインの経済活動がまずまずの成長を記録したのは，つよい外国需要
に基づいていた。国内需要はこの両年，実質でマイナスの変化率を示したのである。アメ
リカ合衆国経済の回復が世界貿易に及ぼした刺激と，ペセタの為替レートの減価がスペイ
ン経済にもたらした国際競争力の改善によって，商品輸出はおおいに促進された。賃金抑
制政策，高いインフレ率，そして雇用の低下は，民間消費をたえず押し下げた。他方，総
資本形成（投資）は，不利な経済環境，高騰した利子率，そして企業の劣悪な融資状況を
前にして逸巡していた。公共消費だけがある程度の（プラスの）実質成長率を保持してい
た。外国から商品を購入しようとする需要の圧力は，当然ながら非常に小さかった。
こうした状況は1985年まで続いたが，同年をつうじて13増しにはっきりと需要の構成要
素に明らかな変化の兆しが見え始めた。商品輸出の伸びは 世界貿易にたいするアメリ
カ経済の刺激が効力を失い始め，しかもヨーロッパ経済は何度も予告された肩代わりの役
を果たさなかったために一一急速に鈍化した。こうした事態に加えて，開発途上諸国の市
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場が沈滞したのであって，今や途上国は幾多の問題の他に，石油やその他一次産品価格の
軟調に見舞われている。そのうえ，先進諸国通貨全体にたいするベセタの為替レートが相
対的に安定していたので， 1985年の商品輸出は75年以来最低の実質成長率を記録した。
反対に，数年来展開されてきた経済当局による国内経済調整政策は，物価の面でもまた
程度は低いが雇用の面でもプラスの結果をもたらし始めた。このことは，利子率の低下や
営業余剰の回復とも相まって，国内民間需要を再活性化するうえで確かな刺激になったも
のと思われる。これに加えて，当初予期されたよりも拡張的な政府部門の需要が上乗せさ
れたのである。諸外国からの財・サービス（輸入）を強く求めさせたのは，こうした需要
の圧力であった。
2. 1. 1 外国需要
財・サービスの輸出は 1986年に実質でL1%増加したものと推定されている。このささ
やかな成長は， 商品輸出のマイナス成長〔ー1.8%〕とサービス（輸出）によるプラスの
増収〔6.9%〕に分けられる。 さらに商品輸出（数量）については， エネルギー関連製品
と非エネルギー関連製品とで相異なる動向＿前者は実質で47%増加し，後者は 8.3形減
少した点一ーを明確にしなければならない。サービス（輸出）のなかでは，実質で10形の
増加をみた観光（収入）が際立っている。
1986年の財・サービスの輸出について推計されたデフレーターも，上記の実質的な数量
と同様に，相異なる推移を示した。つまり非エネルギー関連輸出財価格がペセタ建てで4
寃というわずかな上昇にとどまったのに対して，観光サービスの価格は10形強の際立った
高騰を記録し，他方エネルギー関連輸出財価格は56形も低下したのである。
スペイン経済は欧州経済共同体への統合の過程を歩み始めたが，その折の国際環境の特
徴は，石油価格の下落，利子率の低下 その一部は，原油の低廉化によるインフレ率の
低落に起因する および為替市場におけるドルの過大評価の修正という点にあった。こ
れらの要因はいずれも世界経済が成長するためのより安定的な条件を作りだしたにもかか
わらず，世界経済は過去数年を上回る（成長）率を達成するには至らなかった。
石油価格の下落とそれに伴う石油消費国のエネルギー輸入額の低減は，消費国への所得
トランスファーとそこでのインフレ率の大幅な緩和をもたらした。しかし，それは同時に
石油輸出国の購買力の目減りを意味し，これらの国は輸入を劇的に減少させたのである。
同様に，利子率の低下は，石油を輸出できない（非産油）開発途上国の大多数における
苦境をほとんど緩和せず，エネルギー以外の一次産品価格の（芳しくない）推移と多額の
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対外債務に悩むこれらの国は，先進諸国からの製品輸入を減少させたのである。いわゆる
「新興工業国」でその通貨を米ドルにリンクさせている国々だけが，競争力を大いに改善
して非常に好ましい経済的成果を達成したにすぎない。
ドルの減価にかんして言えば，合衆国の経常収支にたいするその影響は期待されたほど
ではなかった。その理由の一部は，他の工業諸国がアメリカ市場での競争力の喪失を軽減
させるために輸出財価格を大幅に調整した—そして，合衆国の実際の輸入額は1986年に
も依然としてかなりの率で増加した一ーからであり，また一部は，対外債務の利払いがア
メリカのサービス（貿易外）収支に重圧（赤字要因）を課したからである。
いずれにしても，外国市場での競争力を失ったヨーロッパ諸国と日本の輸出部門では投
資が停滞したけれども，生産設備の稼働率・企業利澗・融資状況にかんして有利な条件下
にあった他の部門でも，十分に生産的投資が推進されはしなかった。要するに資本形成（投
資）が消費改善の後に続かず，また経済政策も国内需要を増進させなかったために，ョー
ロッパや日本では国内需要が輸出の減退を適切に補完できなかったのである。
こうした世界各地の一一ある場合は予見可能な，またある場合は予想外の一ー経済動向
の影響を受けて，スペインの輸出市場の1986年における実質成長率は，前年のそれに比べ
て低下した。大まかに言って先進諸国で市場は維持された―-EEC圏では向上し，北米
市場では後退した一一のにたいして，石油輸出の如何を問わず開発途上諸国では一ーそれ
らの間に著しい差異が存在するけれども一一市場は沈滞したのである。
他方， 1986年にスペイン経済はいろいろな外国市場にさまざまな影響を与えた競争力の
喪失を経験したが，その重要度は実質為替レート＿すなわち名目為替レートを（両当事
国の）価格差の推移で修正したもの一ーによって近似できる。
1-8表には，世界市場でスペインが主として競争している OECDゃEECの諸国と比
べてスペイン経済では，諸物価がどのように推移したかが代表的な一連の指数について示
されている。スペイン経済の消費者物価指数と上記2グループの（平均の）それとの比較
から推論される競争力の喪失が誇大なものになるのは疑いない。というのは，本章の他の
節 (2.4)で分析されるけれども， 1986年1月の付加価値税 IVAの導入によって物価上
昇のインパクトがもたらされ， それが同年初めの数力月間における消費者物価指数 CPI
の推移に反映されたからである。そうした影響を除去すれば，スペイン経済の対外競争力
を測るうえで重要な消費者物価によって算定されるインフレ格差は，EECに対しても先進
諸国全体に対しても一一為替レートの推移も捨象すればー一約4形ポイントになる。 GN 
Pデフレーターを用いてなされる比較についても， 明らかに同様の緻密な配慮が必要で
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あり，得られる結果も類似している。つまり，スペインの非エネルギー関連製品輸出〔ペ
セタ表示〕の価格上昇率4彩を， OECD諸国における（非エネルギー関連）製品輸入の
価格上昇率0彩と比較した時に得られる（インフレ）格差についても，あるいはそれをヨ
ーロッパ市場における同製品（輸入）の価格低下率1彩と比較した時に得られる（インフ
レ）格差についても，同じようなことが言えるのである。
こうした比較に，さらにペセタの名目為替レートの推移を加味すれば，より正確に1986
年における非エネルギー関連商品輸出の競争力の推移が把握できる。
先進諸国〔基本的にはOECD諸国〕通貨はペセタにたいして， 1986年の平均で0.8彩増
価した。こうした増価は，もし比較の対象を EC諸国にかぎれば， 6.1彩になる。また，
上記の価格（上昇率）格差を考慮に入れれば，スペインの先進諸国全体にたいする輸出競
争力の喪失は3彩ボイント台になり，この競争力の喪失は，合衆国市場およびすべてのド
ル建て貿易地域〔市場〕では（ドル安のために）一層大きかったに違いない。逆に，（加盟を
果たした） EC市場では，この地域へのスペインの輸出価格がたとえ世界全体への輸出価
格の推定上昇率4彩を超えて騰貴していたとしても，競争力は失われていなかったであろ
う。こうした結果は，消費者物価でもって実質化された実効為替レートの指数を用いて比
較を行えば，直接導き出すこともできる。ともあれ， EECにたいして年平均で0.4彩とい
うスペインの競争力の小さな喪失は． その CPI(上昇率）から IVAのインパクトを控
除すれば，わずかな競争力の改善になるのであるが， しかし先進諸国全体を比較の対象に
するならば，やはり競争力は失われたことになる。
これらの算定は常に年平均値でもって行われており， したがって分析が1986年内の各期
に記録された値を用いてなされれば，異なった結論が得られるという点を指摘しておかな
ければならない。具体的に言えば，消費者物価で実質化された対先進諸国（実効）為替レ
トーは， 86年をつうじて匹互啓曽価したけれども， 1985年12月から 86年7月の間に8.2彩
の増価が，また同月から86年末まではわずかな減価が生じているのである。同様に，86年を
つうじて記録された EECにたいする同指数の増価4.1%のうち， 6.1彩は同年7月まで
に生みだされ，その後1.8%の減価が生じている。こうした変動は，そこから IVAの影響
を排除しなければならないが， 86年に示された輸出の動向をある程度左右したであろう。
というのも，同年上半期の輸出は，前年同期と比べて季節変動を調整した年平均変化率で
19. 6彩も減少したのに，同年下半期にはたった0.6彩の減少にとどまったからである。
1986年の商品輸出の推移を分析するのに役立つ 1-8表を完結するうえで重要な最後の
要因を指摘しておかなければならない。それは， 1986年1月にスペインが EECに加盟
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1-8表 物価・単位価格・為替レート・競争力
変化率〔a〕
1983 1984 1985 1986 
コ麿EスEペC魯イ⑪打ンJ 〕 6.2 6.3 2.7 -2.3 7.4 7.4 3.1 -2.8 
14.0 12.2 8.0 0.9 
消費者OEE物改C価Db⑪〕〕 6.5 5.9 5. 0 2.4 
7.3 6.0 5.1 2.3 
スペイン 12.2 1. 3 8.8 8.8 
GDPOデECフDレー ター
5.1 4.7 4.3 3.8 
EEC 7. 7 6.1 5.7 5.3 
スペイン 1. 6 10.9 8.8 1. 5 
輸出価OE格CD 3.1 5.6 3.8 -5.0 
EEC 5.5 7.8 4. 7 -6.0 
スペイン〔c〕 18.2 13.0 6.2 -3.5 
輸入価OE格CD 1. 4 6.1 2.5 -10.0 
EEC 5. 0 9.3 3.4 -12.3 
スペイン〔c〕 20.9 1. 6 3.1 -17.5 
実質交OE易C条D件〔d〕
1. 7 -0.5 1. 3 5.6 
EEC 0.5 -1.4 1. 3 7. 2 
スペイン -2.2 1. 3 3.0 18.8 
非エネOEルCギDー 関連輸出価格
2.5 5.0 3.5 :_2. 8 
スペイン 17.3 14.6 6.5 4.0 
非エネOEルCギDー関・連輸入価格
3.8 6.0 3:5 0.0 
スペイン 24.3 14.5 4.5 -2.5 
エネルギー関連輸出価格
スペイン 27.7 11.3 -2.8 -56.2 
エネOルEギCーD関連輸入価格
-3.3 5.0 2.5 -43.3 
スベイン 17.0 7.8 1. 8 -49.9 
ペセ開タの名聾目為国替レー ト〔e〕
19.8 1. 7 2.4 0.8 
17.1 -1.2 1. 9 . 6.1 
実質為対対替先E進レEー ト＊ 〔f〕野 -12.1 3.4 1. 2 5.5 -10. 7 6.3 1. 6 0.4 
実質為対対替先E進レE諸Cー国ト＊ 〔f〕 -10.4 3.9 2.6 2.6 
-9.3 5.8 2.8 -2.0 
出所〕 OECD, DGA, INE, Secretaria de Estado de Comercioおよび BE.
り OECDとEECのデータは，それらの通貨全体（の平均）で現されている。
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b〕゜ ECDとEECのすべての国が含まれているわけではない。実際に扱われてい
るのは，先進諸国と EECにたいするペセタの実効為替レート〔指数〕を算定す
るのに採用されている国々のグループだけである。この以外の場合は，スペイン
を含むすべての OECDとEECの諸国が扱われている。
c〕これらの変化率は，税関のデータから作成された単位価格（単価）の指数に関連
しており，国民経済計算で示される外国需要のインプリシット・デフレーターに
は対応していない。
d〕プラスの変化率は，実質交易条件の改善を意味する。
e〕プラスの変化率は， 当該通貨が全体としてペセタにたいして増価したことを示
す。かくて， OECD諸国や EEC諸国の物価や単位価格がペセタで表示される
のである。
f〕プラスの変化率は，ペセタの増価つまり競争力の喪失を意味する。
＊）消費者物価で実質化されたレート。 ＊＊）工業製品価格で実質化されたレート。
したために生じた，輸出にたいする現行の租税減免措置の廃止にかかわっている。こうし
た事態は，一時的に重要な意味あいを持っており，減免措置（払い戻し）を受けるために
1985年末の数力月間に輸出を前倒しさせたので， 86年初の数力月間輸出量は減少したので
ある。それはまた，この数年来のスペインの輸出の進展に大きな影孵を与えたに違いない
隠れた輸出補助金の終焉をも意味している。だが，旧来の租税減免システムの終焉から最
終的に予想される競争力の喪失は，これまで分析されてきた競争力のいかなる指標にも取
り上げられてはいない。
世界経済の動向を反映した輸出市場の推移と対外競争力にかんして提供されてきた前段
までのデータを要約すれば，次のようになろう。すなわち，スペインの輸出市場は1986年
に非常にささやかに拡大したにすぎず，その内訳は， EC市場での改善と，北米市場での
—変化率で見ればプラスだが一一停滞と，途上国市場での落ち込みということになる。
また競争力については， ドル建て貿易地域のすべての国にかんして最も大きく失われ，
EEC 諸国にかんしては一~ トが変動したために 86年の前半と後半
では異なった展開を示しているが一一維持された。＇これらの要因の他に，輸出にたいする
租税減免システムの変化が加わったのであって， それは， 国内需要の大量の漏出（輸入
増）による間接的な効果とならんで，スペイン製品の競争力に不利な影響を与えた。すぐ
後で分かるけれども， 1986年の商品輸出にかんするデータは，上記の諸指標の推移から予
期できる行動パターンに照応している。
非エネルギ一関連製品輸出は 1986年に実質でほぼ85lるも減少したが， これは， 1-9表
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1-9表 世界の各市場における非エネルギー関連輸出の実質的なシェア〔a〕
変化率
I 1983 I 1984 I 1985 I 1986 
1. 実ス質ペ変イ化ン率の非エネルギー関連輸出の
世界にたいして 5. 1 16.1 1.3 -7.9 
対 OECD 11.5 23.5 2.9 1. 7 
EEC 10.2 18.2 5.1 6.2 
アメリカ 20.8 50.9 -5.5 -16.1 
その他 11.0 26.5 1.0 -2. 7 
OPEC -4.8 -20.3 -20.5 -33.1 
COMECON 20.1 24. 2 29.1 -37.5 
その他のアメリカ -30.4 -8.0 -5.7 -16.5 
その他の世界 5.2 26.6 3.7 -30.1 
2. 世界市場の実質成長率〔b〕
世界全体 0.5 ?. 5 5.4 2.7 
OECD 2.8 10.5 7. 7 7.0 
EEC 1. 5 7.0 5.7 6.5 
アメリカ 12.6 29.1 13.1 8.2 
その他 2.0 13.0 6.2 8.5 
OPEC -7.6 --5.9 -10.3 -14.5 
COMECON -2.6 4.9 8.5 -6.3 
その他のアメリカ
その他の世界 0.3 7.3 3.8 -4.8 
3. 市場シェアの変化率〔1-2〕
世界全体 4.6 8. D -3.9 -10.3 
OECD 8.5 1. 8 -4.5 -5.0 
EEC 8.6 10.5 -0.6 -0.3 
アメリカ 7.3 16.9 -16.5 -22.4 
その他 8.8 12.0 -4.9 -10.3 
OPEC 3.0 -15.3 -11.4 -21.8 
COMECON 23.3 18.4 19.0 -33.3 
その他のアメリカ 0.2 -14.3 -9.2 -12.3 
その他の世界 5.5 18.0 -0.1 -26.6 
出所〕 OECD, IMF, EEC, DGA, および Secretariade Estado de Comercioの
データから独自に作成。
a〕上記の各地城への非エネルギー関連輸出デフレーターとして，世界全体への非エ
ネルギー関連輸出デフレーターが用いられた。したがってこの表に挙げられてい
る数値は，単なる参考資料と見なさなければならない。
b〕上記の各国もしくは各地域の非エネルギー関連輸入の推移に従って推計されてい
る。
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から分かるように，それ以前の時期とくに1983年と84年に記録された実質成長率と好対照
をなしている。 この表では， いろいろな市場への輸出の実質的な変化率が一ー全体の市
場に適用されたひとつのデフレーターが， 考察されている各市場にも同じように当ては
まるものと仮定して〔注〕ーー推計されている。
さらに1-9表には， いろいろな市場の実質的な成長率と， それらの市場におけるスペ
インからの輸出の実質的なシェアの推移が載っているが，このシェアは，当該市場への輸
出の実質的な伸び（率）とその市場の成長（率）の比率（差）から推計されている。
これらの数値から， 1983年の市場獲得（シェア増）は普遍的な性格を有していたことが
観察できる。 1984年には，逆に，スペインのシェアの力強い拡大は基本的に工業諸国に限
定されていた。というのも，中南米諸国と OPEC諸国が抱える問題によってスペインの
輸出は非常に深刻な影響を受けたからである。 1985年には， EEC市場における比率はほ
ぼ維持されたものの，対米輸出が落ち込み，スペインは実に久しぶりに世界貿易全体にし
める実質的なシェアを低下させたのである。
市場と競争力にかんするこれまでの分析に1986年のデータは明らかに照応している。ス
ペインの非エネルギー関連輸出は86年に発展途上国のすべての地域でそのシェアを低め
た。なぜなら，これらの市場に特有の諸問題に加えて，これらの国と・貿易するうえで重要
な通貨であるドルにたいしてペセタが強く増価したからである。だが，合衆国の場合（の
落ち込み）はより一層はっきりしている。というのは，前に述べたように，スペインから
の輸出の実質的な下落が〔アメリカ市場への輸出価格はあの(1-8表の） 4彩も上昇しな
かったであろうが故に〕 16%に達しなかったと思われるのに， 同年の実質的なシェアは
—その前年にも大幅に低下したのに続いて―-20彩余りも下落したからである。ところ
で， 1986年の合衆国の非エネルギー関連輸入の増加は， OECDによって実質で8彩と推
定されているが，これをそのままスベインにとってのアメリカ市場の成長と解するのは誤
りである点に注意しなければならない。というのは，アメリカ当局による保護主義的な措
注）実際には， 輸出企業がこのように行動しないであろうことは明らかである。 なぜな
ら，たとえば1986年にそれらの企業は，合衆国や他のドル建て貿易地域に向けられる
製品のペセク建て価格を一生産コストの推移が中期的に課する制約をつねに考慮に
入れるとしてもー出来るだけ抑えようと努力したであろうし，おそらく他方では，
EEC向けの製品価格を平均よりも少し多めに引き上げたであろう。 しかし， 1-
9表の数値は単なる参考資料にすぎないとはいえ，それを用いて分析を進めることは
やはり有意義である。というのも，多くの場合，輸出の変化は大きいので，上記のよ
うな（大づかみな）分析から導かれる結論でも有効性を失うことはないからである。
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置からスペインは非常に影響をこうむっているからである。
ヨーロッパ経済共同体へのスペインの輸出については，利用できるデータに制約がある
ものの， 前年とほぼ同じ実質的な輸出シェアが維持されたと言える。すでに指摘した点
だが， 1985年末の数力月間に生じた投機的な動き（輸出の前倒し）によって86年の輸出は
過少評価されていることを忘れてはならない。これに加えて，輸出にたいする新しい租税減
免システムの導入効果も掛酌しなければならない。これら二つの事実は，確かにすべての
市場に普遍的に当てはまるものであって，スペインの輸出の後退をいくつかの市場でごく
わずかに食い止めたにすぎないが， しかしスベインの対 EEC輸出の将来の動きを展望
する時には， 86年の成果から推して期待を抱かせる要因となる。
1986年のエネルギ＿関連製品輸出の実質的な増加は，すでに指摘したように非常に大幅
で47彩台にのぽった。こうした事実は，スペインの石油精製業界が実行してきた「マキラ
制」 regimende maquilas (原油を精製してその一定割合を石油輸入相手国へ再輸出す
る制度）のもとでの原油輸入政策によって—従前と同様に一説明できる。石油生産国
の側での原油販売条件の変化は，ネット・バック net-back契約の進展や，いわゆる銘柄
への固執を捨てる際に可能になる原油輸送コストの削減，それに世界の石油精製産業に現
存する過剰生産能力を回避する必要性となら．んで，「マキラ」商法を発展させた原因のひと
つに数えられる。
サービス（貿易外）収入の実質成長率は推定で6.9形であったが， これは基本的には親
光収入の増加によるものである。なぜなら，他のサービスは商品貿易と同様に，非常にわ
ずかな動きしか記録しなかったからである。
1986年の経常収支にかんする数値を示した際にすでに指摘したように，観光収入の増加
はサービス（貿易外）収支の黒字を説明する基本的な要因のひとつであった。 10形台に達
する観光収入の実質的増加率は，付加価値税 IYAの導入に部分的に起因した10彩を超え
る当該デフレーター（価格）の上昇を伴っていた。
国別に見ると，前年 (85年）の実績は悪かったとはいえ，英国からの観光客の力強い増
加が際立っている。北欧諸国からの訪問者数の増加も重要で，それらを合わすと15彩をこ
える伸び率になる。他方，ドイツ，イタリア，そして特にフランスからは，もっとささやか
な増加しか見られなかった。アメリカからヨーロッバヘの観光客は減少したが，スペインは
その影響をあまり受けなかった。というのも，アメリカ国籍の訪問者は100万人以下で，これ
は1986年にスペインを訪れた外国人全体の2形にも満たないからである。ヨーロッパ経済
における実質所得の向上と， 1985年後半の EC諸国通貨にたいするペセタの減価ー一当
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時， 86年の親光シーズンの予約が取りあっかわれていたが，その減価のお蔭で当該部門で
の価格高騰は部分的に緩和された一ーという二つの要因によって，上記の動向は容易に説
明される。
スペインの外国貿易の1986年の進展において最も注目すべき事実は，疑いなく輸入の増
加であった。スペイン銀行の推計によれば，財・サーピスの輸入は1986年に約15%の実質
成長率を達成し，そのうち財貨の輸入増は 16.8彩〔エネルギー関連は4.2彩，非エネルギ
ー関連は23.8彩の増加〕で，サービスによる支払（輸入）増は0.9彩であった。
スペイン経済は， ヨーロッパ共同市場との統合過程が進展するにつれて新しい時代を迎
ぇ，国内市場を開放してより効率的な他の先進国経済と競争することを余儀なくされ始め
た。 1986年3月に記録された関税引き下げよりも一層重要なのは，これまでの貿易・貿易
規制・輸入割当および輸入許可にかんする多様な制度に基礎づけられてきた保護主義的な
枠組みの撤庭であった。 この（非関税障壁の）枠組みはまた， （輸出振興のために）国内 { 
税を相殺する戻し税の制度を備えていたが，多くの場合それは関税自体よりも保護主義的
な性格を帯びていた。久方ぶりに国内需要の圧力が高揚して空前の水準に達し，かつ工業
諸国がインフレ克服に非常な成果を収めたために国際価格が低下した，まさにその年にこ
うした経済の対外開放プロセスが開始されたのであって，そこからスペインの輸入がたい
へん強く増加した理由は十分に説明できる。
1 -10表および1-11表には， 1985年と86年の商品輸入（と商品輸出）の推移にかんする
情報が地域別・商品別に載っている。
1986年の商品輸入を説明する最も重要な要因のひとつは輸入価格の低下であった。 1-8
表で見たように，ペセタ建て輸入価格が17.5彩前後下がったために，スペイン経済の実質
交易条件は 1986年にほぼ19彩も改善したが， これは全体としての EEC諸国や OECD
諸国のそれをはるかに上回っている〔注〕。そうした事実の根底には， スペインのエネル
ギー関連製品輸入が一一こうした製品のペセタ建て輸入価格が50彩も低下したと推定され
る年に一一上記の諸国グループの輸入に比べて依然として高いウェートを占めていたとい
う事情がある。ところで，このペセタ建て輸入価格低下の原因は， ドル建てエネルギー価
格の低廉化ー一原油の場合， 42%の低下ー とー， 1986年を均すと 17%を超えるペセタに
注〕 1-8表に載っている実質交易条件は，スペインの輸出と輸入のペセク建て単位価格指
数を比較して算出された点に留意しなければならない。もし，国民経済計算にしたがっ
て， 1986年の輸出と輸入のインプリシット・デフレーターが用いられておれば一＿そ
の方が理論的により正確であるが一実質交易条件の改善は13.2彩になるであろう。
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1 -10表スペインの商品グ
世 界 EEC 〔a〕 アメリカ
1985 I 1986 1985 I 1986 1985 I 1986 
総輸出 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100. 0 
エネルギー関連製品 9.4 6.3 10.1 5.5 13.7 1. 9 
非エネルギー関連製品 90.6 93.7 89.9 94.5 86.3 88.1 
畜産品 1. 3 1, 5 1.0 1.1 0.8 0.8 
野菜類 8.1 9.4 1. 2 12.6 1. 7 1.8 
食料品 5.0 5.0 4.0 3.7 1. 8 1. 6 
農産原材料 1.1 1.0 0.8 0.7 0.1 0.1 
中間生産物 36.7 34.1 29.2 28.0 32.9 35.l 
消費財 19.3 22.0 24.8 26.9 25.6 24.2 
プラント 18.1 19.9 18.5 21. 0 11.8 12.3 
その他 0.9 0.8 0.3 0.4 1. 5 2. 2 
総輸入 100.0 100.0 100.0 100. 0 100.0 100.0 
エネルギー関連製品 35.6 19.0 5.9 3.7 12.6 9.5 
非エネルギー関連製品 64.4 81. 0 94.1 96.3 87.4 90.5 
畜産品 2.3 3.9 3.1 4.5 0.4 1. 3 
野菜類 2.0 3.0 0.7 1. 5 1.1 1. 3 
食料品 3.0 3.4 2.1 2.5 6.6 6.3 
農産原材料 3.7 3.5 1.0 2.3 19.2 17.1 
中間生産物 26.2 30.7 39.5 37.2 25.1 27.6 
消費財 5.3 9.2 8.1 10.5 2.5 3.0 
プラント 21. 4 27.2 38.9 37.6 31.4 33.7 
その他 0.3 0.2 0.5 0.2 1.0 0.2 
出所〕 DGAおよび BE. a)ボルトガルを含まず。
たいするドルの減価に求められる。周知のように，1986年のエネルギー関連製品価格の低下
に並行して他の原材料のドル建て価格も一一程度は小さかったが一一低下し，また工業製
品価格もおちついた動きを示した。かくて，先進諸国通貨（にそれぞれウェートをつけ
て）全体で評価すれば，この工業製品価格の上昇は事実上ゼロであった。スペインの実質
交易条件におけるこのように大幅な改善ーーちなみに， 1979年から81年の間に記録された
その悪化は22彩であったーは，実際の商品貿易量の流れが逆調（入超）になったにもか
かわらず，その年の経常収支に多額の黒字を記録させた基本的な原因であった。
1986年の非エネルギー関連製品の輸入の実質成長率は，すでに指摘したようにほゞ24彩
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ループ別・地域別貿易構造
（当該地域全体における各商品グループの割合：％〕
そOEのCD他 OPEC COMECON その他のアメリカ その他の世界
1985 I 1986 1985 1 1986 1985 1 1986 1985 I 1986 1985 I 1986 
100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 
3.9 4.4 8.0 9.7 2.5 1. 4 1. 9 1.3 12.2 8.9 
96.1 95.6 92.0 90.3 97.5 98.6 98.1 98.7 87.8 91.1 
6.6 6.0 0.1 0.4 0.3 0.6 1. 2 
8.8 9.4 5.4 4. 7 7.5 6.2 3.7 4.6 4.0 3.6 
6.3 5.7 4.3 5.3 2.9 3.5 1.3 1. 6 4.8 6.4 
0.8 0.8 4. 7 5.5 0.5 2.3 1. 7 0.8 1. 2 1.1 
44.5 39.6 44.6 42.9 60.9 44.8 32.6 30.7 49.4 52.6 
12.5 15.4 16.1 15.9 2.3 3.5 21. 2 22.6 7.2 9.1 
15.4 17.7 15.9 15.3 20.9 36.1 35.6 36.8 19.0 16.0 
1.1 1.1 0.9 0.2 2.4 2.2 1.8 1. 3 1. 5 1.1 
100. 0 100.0 100. 0. 100.0 100. 0 100.0 100. 0 100. 0 100.0 100.0 
5.7 2.8 96.3 93.2 57.0 33.3 55.9 37.4 48.6 26.4 
94.3 97.2 ＼ 3.7 6.8 43.0 66.7 44.1 62.6 51. 4 73.6 
2.7 3.2 0.1 0.3 8.4 9.8 2.8 6.1 3.2 5.7 
1. 5 1. 3 0.3 0.7 2.7 3.2 8.9 17.6 4.6 7. 9 
1. 5 1. 4 0.4 0.9 4.8 5.9 8.3 13.0 3.0 3.7 
1.1 0.6 0.2 0.2 0.9 10.8 6.2 0.5 1. 4 
39.5 36.2 2.8 4.5 19.2 35.1 12.2 18.0 29.2 31. 9 
14.8 18.4 0.1 2.3 4.3 0.4 0.6 5.6 14.6 
32.9 35.6 0.1 5.4 7.3 0.6 1.1 5.0 8.3 
0.5 0.3 ヽ 0.3 0.1 0.1 
であった。農業関連製品を除いた工業製品の輸入の推移のみを考察した際に気づく最も重
要な事実は，上に述べた他の説明要因を別にすれば， 1986年における国民消費と国民投資
の力強い増加に照応する工業製品の普遍的な輸入増である。実際， 1 -11表から分かるよ
うに，世界全体からの工業製品輸入の名目的な増加率は， EEC市場からのそれとほぽ同
じなのである。大きな乖離が見られるのは中間生産物の輸入で，つまり世界全体からの13
彩増に対して ECからは23.1彩増であった。しかし，この 13%という数字には，合衆国
からの中間生産物輸入の影響が現れている点に留意しなければならない。というのは，合
衆国からのこの輸入は， ペセタ建てでは4.1彩減少したとはいえ， ーードルにたいする
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1 -11表 1985年と1986年に
世 界 EEC 〔り アメリカ
1985 I 1986 1985 1986 1985 I 1986 
総輸出 10. 0 -7.4 10. 7 5.0 13. 1 -14.6 
エネルギー関連製品 14.5 -37.6 0.8 -42. 9 419.4 -26. 2 
非エネルギー関連製品 9.6 -4.3 1. 9 10. 4 0.6 -12.8 
畜産品 13.2 4.5 13.6 16.8 107. 6 -12.2 
野菜類 2.4 7.0 9. 7 18.2 17.2 -6.7 
食料品 0.2 -8.3 -0.4 -3.2 7.1 -15.8 
農産原材料 50.2 -16.6 10.3 -14. 7 -9.2 -39.4 
中間生産物 9.5 -13. 9 16.5 〇.6 -18.5 -9.1 
消費財 8.6 5.4 8. 7 14.2 20.8 -19.5 
プラント 6.1 2.0 13.0 19.4 16.7 -10.8 
その他 22.9 -14.0 66.2 36.3 44.5 22.6 
総輸入 9.6 -3.6 18.2 30.9 6.5 -12.? 
エネルギー関連製品 3.8 -48.6 13.1 -17.5 43.9 -34.6 
非エネルギー関連製品． 13. 1 21. 3 18.5 34.0 2.6 -9.6 
畜産品 16.2 '61. 4 28.7 87. 7 23.4 160.2 
野菜類 5.4 43.1 37.5 167.5 -20.1 0.5 
食料品 5.7 9.9 7.5 55.9 -9.5 -17.0 
農産原材料 -17.1 -11. 0 8.0 189.6 -22.8 -22.4 
中間生産物 14.7 13.0 18.5 23.1 23.0 -4.1 
消費財 17.6 66.4 31. 4 70.0 16.9 4.8 
プラント 18.0 22.3 15.5 26.3 10. 5 -6. 3 
その他 155.1 -49.6 94.1 -43. 3 6.2 
出所〕 DGAおよび BE. a〕ボルトガルを含まず。
ペセタの増価がベセタ建て輸入額に影響を与えた点を掛酌すれば。~実質（彙）的には間
違いなくかなり増加したからである。ここから，しかしながら， EECへのスペイン経済
の統合は EEC諸国からの工業製品輸入を高めなかった， ということにはならない。む
しろ上記の比較から浮き彫りにされねばならないのは， こうした事実の他に，スペイン
経済が EECにたいしてだけでなく全工業諸国にたいしても開放されはじめ， また国内
需要の圧力も高まったために， 1986年に工業製品の輸入が普逼的に増加したという顕著な
点であろう。
こうした普逼性は， EECの農業政策を支配している保護主義的な貿易構造にスペイン
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おけるスペインの外国貿易
変化率
そOEのCD他 OPEC COMECON その他の その他の世界アメリカ
1985 1 1986 1985 I 1986 I 1985 I 1986 I 1985 1 1986 1985 1 1986 
3. 7 1.1 -13.3 -29.1 38.8 -35.8 -0.5 -13.8 11.2 -29.9 
-45.1 12.9 17.0 -14.1 116.4 -65.1 -32.1 -41.9 17.0 -48. 7 
7.6 1. 2 -15.3 -30.4 37.5 -35.0 0.4 -13.2 10.4 -27.3 
16.9 -8.1 -73.6 145.9 5.1 -21.0 -82.5 62.3 ・16.9 27.7 
-6.6 7.5 24.9 -39.2 -13.6 -46.9 23.1 5.5 -35.6 -36.5 
13.8 -7.9 -26.6 -14.2 3.2 -22.2 -16.5 1. 3 -2.5 -6.7 
10.1 1.5 368.9 -16.1 33.0 -59.0 17.6 -39.1 
4.5 -9.5 -27.4 -31. 7 40.0 -52. 7 1. 9 ~rn.s 41. 5 -25.4 
19.3 25.2 -11.4 -29.8 22.1 -3.8 12.5 -8.2 -5.0 -11.4 
6.5 16.4 0. 6 -31.6 75.1 ― 10.6 -5.1 -10.8 -17.4 -40.9 
6.2 -40.4 -80.0 22.3 -41.1 -31.5 -37.3 17.7 -49.0 
16.1 24.0 -8. 7 -46.0 -11.3 -29.5 3.1 -38.1 45.2 -11.5 
55.8 -39.8 -9.9 -47. 7 -19.3 -58.8 4.3 -58.6 123.3 -55.2 
14.4 27.8 41. 3 -0.3 2.1 9.3 1. 6 -12.1 9.1 18.2 
19. 5 46.8 29.5 87.4 -8.2 -17.8 0.4 35.6 1. 0 45.1 
37.2 14.3 119. 6 31. 9 33.9 -14.0 0.1 23.0 -5.4 42.8 
-7.1 16.6 39.7 15.4 -5.8 -14.2 24.4 -3.3 4.8 0.9 
-3.5 -32.2 9.8 -13.2 -64.8 -15.3 113.0 
8.1 13.9 37.9 -13.8 -5.0 28.6 5.0 -8. 7 5.4 -10.1 
-0.3 55.1 51. 2 29.8 23.0 3.1 6.7 115. 7 
31. 9 34.7 37.0 -4.5 1. 7 3.8 83.6 36.0 
-22. 0 13.0 148.1 -42.5 31. 7 -46.6 
経済が—現在までのところ部分的とはいえ一一組み込まれて｀いる以上，農産物貿易の場
合には当てはまらない。この事実の重要性に気づくには， EECからの全輸入額にしめる
畜産品，野菜類，食料品および農産原材料の輸入割合が， 1985年には全体の7彩にすぎな
かったのに1986年には11彩になった点に注目すればよい。
スペイン経済が特定の部門において ECの農業政策に接近していったことがはらむ重
要性は，たとえばトウモロコシや小麦・大麦といった穀類の輸入の場合に親察される。
1985年のトウモロコシ輸入は840億ペセタに達し， そのうち 67彩は合衆国から購入さ
れ，残りは事実上，南米諸国から輸入された。 EEC諸国からトウモロコシは輸入されな
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1 -12表 スペインの外国貿易の地域別分布
単位：各地域の上段=10億ペセタ，下段＝シェア〔彩〕
輸 入 輸 出
1983 1 1984 I 1985 I 1986 1983 I 1984 I 1985 I 1986 
世界全体 4,176.5 4,629.0 5,073.2 4,890.8 2,838.6 3,731.1 4, 104.1 3,800.2 
OECD 2,241.9 2,499.0 2,883.2 3,498.5 1,843.2 2,616.0 2,876.0 2,926.3 53.7 54.0 56.8 71. 5 ・64. 9 70.1 70.1 77.・0 
EEC 〔り 1,373.5 1,583.6 1,868.5 2,456.6 1,424.9 1,943.7 2,142.4 2,283.0 32.9 34.2 36.8 50.2 50.2 52.1 52.2 60.1 
アメリカ 495.5 519.3 553.0 482.6 206.6 361.1 408.6 348.8 1. 9 11.2 10.9 9.9 7.3 9.7 10.0 9. 2 
その他 372.9 396.1 461. 7 559.3 211. 7 311.2 325.0 294.5 8.9 8.6 9.1 1. 4 7.4 8.3 7.9 7.7 
OPEC・ 1,047.8 1,118. 7 1,021. 7 551. 6 397.8 346.3 300.1 212.9 25.1 24.2 20.1 1. 3 14.0 9.3 7.3 5.6 
COMECON 137.6 158.2 140.3 98.9 87.2 122.7 170.3 109.4 3.3 3.4 2.8 2.0 3.1 3.3 4. 2 2.9 
その他のアメリカ 463.2 500.9 518.1 319.8 142.9 150.4 159.4 129.0 11.1 10.8 10.2 6.5 5.0 4.0 3.9 2.9 
その他の世界 286.0 352.2 509.9 422.0 367.5 495.7 598.3 422.6 6.8 7.6 10.1 8.6 13.0 13.3 14.6 11.1 
出所〕 DGA. a〕ボルトガルを含む。
かったのである。しかるに 1986年には， トウモロコシの輸入はたった340億ペセタになっ
た〔アメリカ産トウモロコシの価格はペセタ建てで約5%低下したにすぎない〕が，その
うち南米諸国からの買い付けは事実上ゼロになり，合衆国からの購入は220億ペセタにと
どまった。そして，初めて EEC諸国から 100億ペセタのトウモロコシが買い付けられた
のである。そのうえ，穀物・飼料の不足は， 170億ペセタにのぼる大麦の輸入でもって充
足されたが，それらもすべて EC諸国産であった。なお，大麦は 1985年には輸入されて
いなかった。最後に，この数年来で初めてスペインの小麦の輸入は220億ペセタの巨額に
達し〔85年にはたった 50億ペセタであった），事実上そのすべてがEEC諸国産であった。
このように，穀物貿易の場合， スペインの輸入は EECに偏っていると言えるが，そ
の額はごく大雑把に見て約450億ペセタと推定される。 これは， 1~13表から分かるよう
に，スペインの非エネルギー輸入全体にしめる EECのシェア上昇分 (1985年の53.9%
から 86年の59.7%へ） 5.8%ボイントのうちの 1.1%ポイントに相当するであろう。
税関庁によるデータに従えば， 1986年のエネルギー関連製品の純輸入は4780万トンで，
その内訳は6310万トンが輸入され， 1530万トンが輸出された。前年と比較すると，輸入
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1-13表 スベインの非エネルギー貿易の地域別分布
単位：各地城の上段ー10億ペセタ，下段＝シェア〔％〕
輸 入 輸 出
1 1983 1 1984 1 1985 1 1986 1 1983 1 1984 I 1985 1 1986 
世界全体 2,505.1 2,887.4 3,265.3 3,960.6 2,586.5 3,396.1 3,120.6 3,561.1 
OECD 2,039.6 2,336.6 2,676.9 3,346.5 1,675.4 2,370.5 2,597.1 2,748.6 
81. 4 80.9 82.0 84.5 64.8 69.8 69.8 77.2 
EEC 〔り 1,243.1 1,487.4 1,758.6 2,365.6 1,262.9 1,711. 7 1,924.0 2,151.4 49.6 51. 5 53.9 59.7 48.8 50.4 51. 7 60.4 
アメリカ 434.8 470.8 483.2 436.9 202.7 350.3 352.4 307.3 17.4 16.3 14.8 11.0 7.8 10.3 9.5 8.6 
その他 361. 7 378.4 435.1 544.0 209.8 308.5 320.7 289.9 14.4 13.1 13.3 13. 7 8.1 9.1 8.6 8.1 
OPEC 20.7 26.5 37.4 37.3 356.9 325.9 276.2 192.3 0.8 0.9 1. 2 0.9 13.8 9.6 7.4 ,5.4 
COMECON 45.3 59.2 60.4 66.0 84.8 120.7 166.0 107. 9 1. 8 2.1 1.8 1. 7 3.3 3.6 4.5 3.0 
その他のアメリカ 195.5 224.3 227.9 200.4 138.7 146.2 146.7 127.3 7.8 7.8 7.0 5.1 5.4 4. 3 3.9 3.6 
その他の世界 204.0 240.8 262.7 310. 4 330.8 432.8 534.6 385.0 8.1 s. s1 8.1 7. 8 12.8 12.7 14.4 10.8 
出所〕 DGA. a〕ポルトガルを含む。
が300万卜辺着加して輸出も 370万トン伸びた結果，純輸入量は70万トン減少した。これ
らの数字は， 1980年のそれと好対照をなしている。つまり 1980年には， 6170万トンの総
輸入量にたいして輸出に振り向けられたのは，たった360万トンにすぎなかったのである。
この数年来，エネルギー関連製品の輸出は力強い増加を示している—それは，すでに指
摘したように， 「マキラ制」による原油の輸入増加に起因している・~ので，エネルギー
貿易だけを取り上げて分析することにしよう。
上記の数字は，エネルギー純輸入最の減少ー1986年は 1.5彩減—を意味している。
純輸入量1トン当たりのペセタ建て平均価格は50%低下したので，エネルギー関連貿易の
収支尻は51.5彩改善されたが，これは7300億ペセタを超える額に相当する〔注〕。
•これらの数値をもっと細かく分析すると， 石炭の輸入は量的には1.4彩増えたが，その
平均価格は28彩低下したことが分かる。逆に，石油製品の純購入は量的には2.1彩減った
注〕後ほど考察されるけれども，上記の計算に用いられている輸出入の平均価格（インプ
リシット・デフレーター）に見られる変動は， 1-8表に載っている輸出入の単位価
格指数のそれと非常に似通っている。
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が，その平均価格は52%も低下した。そのなかでも際立っているのは， 0.8%の購入量の
増加にとどまった原油とは対照的に， 32%を超える輸入量の増加をみた石油精製品の動向
である・。このように非常に異なった動向は，それぞれの生産物ごとに需要や累積ストック
が異なった推移をたどった点から説明できるけれども， 「マキラ制」による輸入原油の
（通関の際の）帳簿上の問題にも関連しているであろう。実際，他の情報源によれば，税
関で把握された数字を上回る原油の輸入増加が示されており，そのなかで「マキラ制」に
よる原油の購入が異常に増えているのである。
これまで， 1986年のエネルギー関連製品の輸入価格が分析され，スペイン経済にとって
非常に大幅な実質交易条件の改善が析出された。ここでは，輸入原油1バレル当たり平均
価格が税関のデータによれば15.6ドルで，前年に比べてほぼ42%〔ペセタ建てでは53.3
％〕低下した点を示すだけで十分であろう。原油は， 1986年1月に 1バレル当たり27ドル
強で輸入されていたが，同年末には1バレル当たり12ドJ咳砂で手に入るようになった。
1986年のスペインの外国貿易の規模は，各商品の価格や為替レートの相対的な動きから
大きな影響を受けたために，世界各地域におけるスペインの商品輸出入シェアは， 1-12表
に見られるように部分的に変容をきたした。1-13表と 1-14表では，それらが非エネルギー
関連製品の貿易に関わっている程度に応じて，この問題に若干修正が加えられている。 1-
13表から分かるように， 86年のスペインの外国貿易は OECD 諸国—―一つまり工業諸国一一
に集中し， しかもその程度は輸入よりもむしろ輸出の側面で強かった。輸出入いずれの場
合も集中は基本的に EEC諸国で生じ，合衆国との貿易の流れはウェートが減り，その他
OECD諸国との貿易は事実上維持された。 OPEC市場と「その他のアメリカ」市場への
非エネルギー輸出の相対的な重要性の低下は，この3年間にわたって非常に大きかった。
これまで， 1986年の商品輸出入の決定要因を詳細に分析してきた。輸出入市場，為替レ
ート，そして競争力などの推移や無論 (ECへの）経済統合といった諸要因は，すべてス
ペインの外国貿易における EEC諸国のウェートを増大させた。 しかしながら，この統
合は何年も前から準備されてきたプロセスであり， 1986年の具体的な状況はそれを仕上げ
たにすぎない点を忘れてはならない。また，シェアの増大が輸出側でより大きく進展した
という事実は，すでに指摘したように，ペセタ表示の輸入額がドルの減価によって非常に
大きな影響を受けたことに起因しており，その結果しばしば，その背後にあった実質輸入
量の増加が見過ごされてきたのである。
最後に， 1-14表から観察されるけれども， 1986年における貿易赤字のわずかな増加
〔税関の数字によれば1215億ペセタ増〕は， 非エネルギー関連製品の貿易が大幅な赤字
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に転化したために生じたものであり，エネルギー関連貿易の赤字幅は7333億ペセタも縮小
した点を指摘しておかなければならない。非エネルギー関連貿易赤字の地域別分布は，こ
の節をつうじて分析された色々な要因に照応しているが， EEC諸国との間で記録された
(1653億ペセタの黒字から2143億ペセタの赤字へ） 3796億ペセタにのぼる収支の悪化は，
スペインとこれら諸国との貿易の流れが相対的に重要である点からほぼ説明できることを
明らかにしておくのも大切であろう。
2. 1. 2 国内需要
国民経済計算のデータに従ってスペイン銀行が行った推計によれば， 1986年のスペイン
経済における国内需要の実質成長率は， 1985年の 2.7彩にたいして6彩であった〔1-6
表をみよ〕。
ヨーロッパ諸国全体が享受した経済状況の改善は， 1986年をつうじてスペインにも波及
した。大多数のヨーロッパ諸国と同様に一ーしかも，より強力に一一経済活動のリズムを
高めたのは国内需要であったのに対して，外国需要は，すでに前節で分析したように，国
内生産の成長にとってマイナス要因となった。 IMFのデータによれば， ョーロッパ諸国
グループの国内需要の実質成長率は， 1985年の2.3彩から 1986年には 3.6%になったが，
その両年間の国内需要の伸びはスペイン経済の方がより加速的であったo
EECへの統合が差し迫ったために 1985年末の数力月間にスペインで生じた需要シフト
は， 86年における国内需要の推移にかんしてある種の不安感を生み出した。その後，時間
の経過とともに成長力が底堅くなり，年平均成長率の推計値はつぎつぎと上方修正された。
利用できる指標によれば，国内需要の圧力は1985年末よりも86年末の方が高まっている。
1980年と1984年の間に国内実質民間消費は 0.5彩減少した。 1985年のその伸び率〔1.8 
彩〕は， ヨーロッパ諸国全体で達成されたもの〔2.4彩〕に比べてまだ低いとはいえ，ィ
ンフレ率の低下や雇用動向の若干の改善を反映して堅調であった。賃金は前年と同様の名
目的な伸びを記録し，かくて70年代末以来の（賃金）鈍化傾向は打破されたのである。
実質で4彩と推定される1986年の民間消費の力強い成長は，ヨーロッパ諸国のそれ〔3.7，6〕を超えているが，その原因は基本的に雇用の増加と賃金上昇率の加速化に求められる。
インフレーションは， 86年をつうじて鈍化傾向を示しつづけたとはいえ，付加価値税 IVA
が導入された影響も部分的にあって，前年と同じような年平均上昇率を記録した。
利用できるどの指標をとっても，民間消費需要が根強くしかも86年をつうじて持続した
ことが示されている。そのうちの若干の指標から，（たとえば）自動車の新規登録台数は
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1-6図 GDPの成長にたいする各国内需要構成要素の寄与度
? ?
ー
?
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?
ー
?
1983 1984 1985 1986 
［コ民間消毀
圃□公共消毀
巨三］総固定衰本形成
出所〕 1983年~85年：国民経済計算〔1980年ベース〕による。
1986年：スペイン銀行の推計〔1985年ベース〕による。
ー 1985年の第w四半期に， 86年1月から施行される IVAを見越して自動車の購入が
前倒しされていたにもかかわらず—-1986年に 21.3形も増加したことが分かる〔 1-7図
をみよ〕。同様に，前節で検討されたように，消費財の輸入増は年平均で実質60形台に達し
たが，このように大きな増加率を達成するには多くの要因ーー競争力，外国への市場開放，
非常に簡略化された（通関）手続き，市場に新製品のストックが形成されていること，など
ーーが必要であり，さらにそれに見合う確かな需要も必要不可欠である。最後に，食料品
を除いた消費財の工業生産指数!PIの上昇率は 5.4形であっtこが，これは―この種の財
の輸出の実質的な伸びが，事実上ゼロであった点を考慮すれば一ーかなりの高率である。
なお， 1985年にはこうした消費財の工業生産指数の変化率はマイナスであり， しかもそ
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の実質的な輸出の変化率はプラスであった点を想起されたい。
1986年の家計可処分所得の推移は，前に述べた名目賃金の加速的上昇と雇用の有利な動
きを反映しており，いずれの要因も，前年よりも明らかに高い貨幣報酬の増加率を賃金労
働者にもたらした。 1986年の家計可処分所得の名目上昇率は， 1985年に比べてかなり高い
12.5彩前後と推定され，名目的な消費拡大に寄与した。消費者物価指数の年平均上昇率は
前年と同じ (8.8彩）であった。そのため， 1985年に生じた事態とは異なり，実質所得は
こうした（物価変動の）ルートからの刺激を受けなかった。もっとも，相対価格の構造に
生じた変化によって消費の構成が影響されたことは言うまでもない。
実際1986年には，各個別財貨の消費者物価に不等な影響を与えた IVAの導入による反
響の他に，すべての輸入財とくにエネルギー関連製品の輸入価格に大幅な低下が見られた。
逆に，ある種の食料品の価格は，収穫期の悪天候がわざわいして大幅に高騰した。かくし
て，ガソリンの消費〔1-7図にみよ〕 と外国産の消費財とりわけ自動車を含む耐久消費
財の輸入が相対的に大きく伸びたのである。その反面，いくつかの国産の季節性のある食
料品の消費ー―→その一部は，どんな場合にも輸入によっても賄われてきた一ーが減少し
た。
この「報告」の他の部分ですでに指摘したけれども，耐久消費財輸入の実質増加率はと
りわけ高く，自動車の場合は90%近くに達した。株価の高騰と一一程度はより緩やかであ
るが一土地・建物の価格上昇が消費者の豊かさに及ぽした影響は，利子率の低下ととも
に，すでに述べた1986年の可処分所得の回復に加担した二つの要因であり，当時の際だっ
た動きを説明するのに役立つものである。
さらに公共消費も， 1986年の実質国内需要にたいして大きな拡張効果を及ぼした。国家
行政監査局 Inte匹 enci6nGeneral de la Administraci6n del Estadoが公刊している
中央政府にかんする最新のデータと各地方（行政）機関の独自の推計とを合わせれば，全
体で16.5彩の名目（公共消費の）増加が記録されている。この数値は，まだごく不完全な
データの段階で推計しなければならない国民統計協会 INEによる予測値と厳密には比較
できない・〔注〕けれども，どう見ても公共部門の最終的な消費の数値ー一それは：，各種の機
関が作成する予測的なマクロ経済表に載っている一ーは，名目的にも実質的にも上方修正
を余儀なくされるであろう。この章の第2節の冒頭に示された(1-6表）では，政府（公共）
消費の伸び率は 1985年のペセタで計って 4.0彩と暫定的に推計されたが， しかし最近手に
注〕国家行政監査局の数値は，固定資本の減耗を含んでいない。
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したデータを見れば，この数値はごく少なめに見積もったものであることが分かる。公共
消費のうちで最もダイナミックな項目であった財・サービスの購入ーー名目で27%の増加
が見込まれていた一ーにはかなりの比率の輸入財が含まれており， したがって公共消費デ
フレーター（価格）は低められたに違いなく，またそれに伴い実質消費は大いに高められ
た点に注意することも大切である。公務員の報酬増は約14形で，財・サービスの購入増よ
りも小さかったとはいえ，これもかなり（内需拡大に）実質的な貢献をしたであろう。そ
の点は，「労働力調査」 EPAに載っている政府部門の雇用増にかんする数字から確認で
きる。もっとも，この数字はそうした（内需拡大）効果にたいする単なる方向性を示すも
のにすぎない〔注〕。
スペイン経済における総固定資本形成は，国民経済計算の数字によれば1980年~84年の
期間をつうじて一わずかにプラスの成長が生じた1982年の短い中断を別にすれば—実
質でマイナスの変化率を記録した。 1985年に達成されたプラス 3.9形の成長率は， その年
に始まった経済の回復フ゜ロセスの持続性という観点から特に重要であると考えられた。し
かし1986年にかんする手元の推計値は最も楽観的な予測値をも超えており，スペイン銀行
の推計では総固定資本形成の実質成長率は，ヨーロッパ諸国で達成されたそれを大きく上
回る10.8%になっている。プラント投資の実質的な伸びは17彩で，建設投資のそれは7彩
であった〔なお， 1985年には，それぞれ7.1彩増と2.0彩増であった〕。
プラント投資の増加のリズムが最近の2年間に加速化した理由はもっぱら， 10年間にわ
たって投資が持続的に後退してきた—その間にあまり重要でない若干の例外があるけれ
ども一~ために，スペインの企業が低水準の生産的資本しか持ちあわせていなかった点に
求められる。低水準から出発したとはいえ，そのような高率で固定資本投資を増加させた
基本的な要因としては，需要の先行きにかんする期待が改善されたこと，企業の側で営業
余剰と利潤率が回復して資金力がついたこと，また，利子率の好ましい動き•株価の上昇
・IVAの施行などによって資本が相対的に安価になったこと，を挙げねばならない。
こうした状況のもとでスペイン経済は EECに加盟したのであるが， その加盟のプロ
注〕 EPAの雇用にかんする集計結果が民間諸部門と「政府部門」一一寸ことえば，国民経
済計算の分類による政府部門ー一ーの間にどのように配分されるかを見極めるには，
部門分割を非常に細分化しなければならないが，その結果モデルの誤差は大きくなる
であろう。このタイプのデータは，他のタイプの情報を得ようとして作られたモデル
—その質が如何に満足のゆくものであっても—からは入手できず，当該労働者を
雇うことになった政府関係機関そのものから提供されねばならない。
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セスで高まった外国の競争を前にして，技術的に遅れた生産設備の更新と代替が推し進め
られたに違いない。他方， 1986年に生じた外国企業のスペインヘの進出と，より一般的に
は外国からの投資の力強い増加によって，プラント投資は一層昂進したに相違ない。
プラントの国内生産にかんする指標は， 1 -8図に示されているように， スペイン経済
が最近の2年間をつうじて経験した投資フ゜ロセスの底堅さを正確に反映している。こうし
たプラントの輸入の実質増加率は 1985年の 15%から 86年には251るに伸び， しかもその両
年のプラント輸出は実質でマイナスの成長を記録した点を考慮に入れれば，スペイン企業
の総投資のなかで輸入プラントが占める割合の増加ぶりが理解できるであろう。この事実
1-8図 プラントの国内生産
〔季節調整値の時系列〔aJとその趨勢〕
1972年=100
llO 
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a〕柩端な値を修正した3カ月の移動平均。
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は，疑いなく上の二つの段落で述べた説明要因と関連している。
1986年に最もダイナミックな動きを示したプラント投資の項目は，輸送機器とくに陸上
輸送用機器であった。つまり，一般機械器具の国内生産は， 1986年にも85年と同じ実質で
9%台にとどまる成長率を記録したのに対して，輸送機器の国内生産の伸びは9.6彩から
20.7形に高まったのである。同様に，輸送機器の輸入の実質増加率も， 1986年に他のプラ
ント類のそれを超える30形台に達した。そのような際立った動きは，プラントが大幅に陳
腐化しており，またこの数年来の投資の衰退により資本ストックが非常に老朽化していた
という状況から説明されるであろう。もっとも， 1986年に実質でかなり輸出を伸ばしたの
も，プラント類のなかでは陸上輸送用機器だけである点も考慮に入れておかなければなら
，ない。
建設投資の増加率は， 1985年の2形にたいして1986年には 7形になった。
こうした建設支出のかなりの回復は， 1 -9図と 1-15表から分かるように，基本的には
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1 -9図 建設投資総額の指標と各構成要素の寄与度
〔1980年第I四半期=100〕
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1-15表建設にかんする主な指標
（変化率彩）
I 1983 I 1984 I 1985 I 1986・ 
建設活動の一般的指標
セメントの見掛け消費 -3.3 -9. 7 1. 8 10.2 
建設資材の生産 3.8 -3.2 -3.4 2.0 
建設業就業者数〔a〕 -2.9 -12.3 -5.5 7.5 
住宅完工数 -5.2 -12.3 -5.2 2.0 
建設請負の指標
住宅着工数 1. 7 -12.8 10.9 -3.5 
公募入札
時価（名目）表示 -7.0 8.3 41. 7 0.6 
不変価格（実質）表示 -17.5 -2.4 31. 5 -3.5 
建設投資の指標
住宅投資〔不変価格表示）〔b〕 -7. 7 0.3 -9.3 3.9 
公共事業投資〔不変価格表示〕〔c) 7.2 -11.7 4.6 14.3 
出所〕 MOPU, INE, OFICEMENおよびBE
り 1984年の数値は，「共同雇用基金」 FECによる雇用効果を修正済みである。（なお，
この「基金」による雇用効果については，「スペイン経済： 1984年」（近刊）第3節
冒頭の脚注を参照されたい。訳者）
b〕住宅着工数と平均18カ月の建設期間から推計した。
c〕公募入札額〔不変価格表示〕と施工期間による同入札額の按分値から推計した。
1-16表住宅建設にかんする主な指標
（変化率 ％） 
I 1983 I 1984 I 1985 I 1986 
住宅着工数 1.7 -12.8 10. 9 -3.5 
助成なし住宅 1.0 -12. 7 0.4 14.6 
助成付き民間住宅 -5.8 -2.4 6.5 -3.5 
助成付き公共住宅 50.4 -52.0 103.9 -54.0 
住宅完工数 -5.2 -12.3 -5.2 -2.0 
助成なし住宅 -11.6 -25.9 -7.5 16.2 
助成付き民間住宅 -6.8 7.6 -5.8 -5.9 
助成付き公共住宅 38.5 -47.8 10.8 1. 9 
建築確認申請件数 -3.9 -19.8 30.6 -2.3 
建築確認件数 -12.6 -10.6 15. 7 -1.9 
出所JMOPU. 
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公共事業部門で生じた。それというのも， 1985年に入札された多数の公共事業が実行に移
された—その増加率は42形台にのぼった一―—からで， 1986年には明らかに入札のリズム
は低下したのである。逆に， 1986年の住宅投資支出の伸び率はずっとゆるやかであった
〔1-16表と 1-9図〕けれども，その年に着工されたーなかでも自由な（助成のない）
—住宅数は大いに回復した。というのも，助成をうけた民間住宅がわずかに減少し，助
成をうけた公共住宅も落ち込んだからである。
1986年における公共事業への投資の伸ぴは，すでに述べたように，前年に公募入札が大
幅に増えたことと関連している〔1-10図をみよ〕。 1985年における入札の増加は，基本的
には自治州〔124形増〕と地方公共団体〔84~る〕を中心に展開された点を指摘しておくの
も重要であろう。というのは，中央政府にかかわる入札の増加率はずっと低かった〔 9~る
未満〕からである（訳注）。
訳注）スペインの政府部門は，次の要素から構成されている。
①中央政府 ③自治州 ③地方公共団体 ④社会保障
なお，カタルニア・バスク両地方が， 1979年10月に初めて正式の「自治州」にな
り，現在ではスペイン全土は，図のように17の自治州に分かれている。
スペイン全土
??
???
? ?
＿州境
-------]楳境
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1985年の第1V四半期と86年の第I四半期に政府部門が全体として入札を受けた公共事業
の動向に後退が見られたことから， 86年が深まるにつれて公共事業投資の伸び率にかなり
の低下が予想された。その後，しかしながら，入札が新たに回復しだした時ーーもっと
も， 1984年や85年のそれに比べればずっとささやかなものであったが一―ー，そうしたプロ
セスが87年にも持続するものと期待させるほど楽観的な予想が形成されるようになった。
1-10図公募入札による建設事業
〔季節調整値の時系列とその趨勢〕
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1986年における住宅投資の実質成長率は，公共事業のそれよりもずっと小さく 45lる台で
あったとはいえ， 1973年以来一貰して住宅着工数を減少させてきた部門にとって一ーとく
に，助成の有無にかかわらず，民間住宅関連分野にとって一~そうした成長がもたらした
変化の意義は非常に大きかった。
公共住宅の着工数は1985年に高い伸びを示したが，その後1986年になって明らかに減少
した。そうした減少の原因は，これまでこの種の住宅建設にかんする権限の委譲を受けて
きた自治州が採用するに至った投資決定（の変化）に求められよう。
民間住宅の着工数は1973年に最高水準に達した。その後， 1984年まで実際に中断するこ
とのない着工数減少のプロセスが始まった。そしてこの1984年に助成付きの民間住宅が増
加し，自由な（助成なしの）それは一~ 減少しつづけたとはいえーーすでに回復の
兆しを見せていた。この種の自由な民間住宅の着工は，1986年に十分その増勢を強めるであ
ろう。さらにまた， 1986年下半期に「建築家協会」 Colegiode Arquitectosの建築審査
を受けた自由な住宅の数が一~公的助成をうけた住宅の場合とは逆に一ーかなり増加した
という事実は， 1987年にもそうしたプロセスが持続する可能性を裏付けている。
建築主と建築業者の高い金利負担を軽減するために，多額の助成金が政府による利子補
給の形で支給されていた助成対象住宅がとくに重要な役割を演じていた時期—それは数
カ年続いた一一の後，今では利子率が低下したために，需要圧力の中心は自由な（助成
なしの）住宅の方へ移っているように思える。こうしたプロセスは1986年にさらに進行し
た。というのは， IVAの尊入によって，間接税にかんするかぎり（助成の有無にかかわ
らず）どの住宅も相対的な有利さの面で差が少なくなったからである。
政府の側からの大きな財政的援助を得て，古い住宅の修復が近年 (1986年）重要性を帯
びてきた点も力説しておかなければならない。このようなプロセスは，大半の西側諸国で
生じたように，おそらくここ数年続くであろう。
最後に，民間非住宅投資にかんして言えば，工業（エネルギー）省による企業実態調査
のデータは，プラント投資の推移と密接な関連性をもつこの分野においても投資が増える
ことを示している。
一般に，スベイン経済におけるプラント投資の回復を説明するために挙げられた諸要因
は，民間建設投資にも同様に妥当すると見なしても不合理ではなかろう。かくして，利子
率の低下，雇用と賃金所得の増加， そして一般に経済活動の推移にたいする期待によっ
て，この建設部門への民間（投資）支出が押し上げられたことになる。また現存の住宅ス
トックの老朽化とならんでその分野における所得税の優遇措置や課税回避（脱税）の可能
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1 -1図企業の実態調査：工業(a)
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性にも留意しなければならない。、価格上昇の期待を伴ったこの分野では，賃貸住宅市場の
硬直性によって増幅された投機的な建設投資プロセスが展開されたのである。
1986年における国内需要の推移の分析を終わるにあたって，在庫投資が回復した点につ
いても言及しておかなければならない。在庫投資は， GDPの成長にたいして 0.7彩ボイ
ント寄与したが，前年の寄与度は事実上ゼロであった。
1986年のこうした力強いプロセスを説明できる要因は多岐にわたっている。第一に，長
期にわたる国内需要の停滞の後に，スペイン経済がその年の初めに保有していた低い在庫
の水準を考慮に入れなければならない。実際， 1980年以降86年まで，これといった在庫の
増加は生じなかった。こうした状況のもとで， 86年の深まりとともにますます底堅くなっ
ていった景気の回復が始まったために，当然ながら，それに伴ってストックが大規模に形
成される運びとなったのである。
さらに，輸入財価格の大幅な低下による在庫積み増しへの誘因も考慮に入れなければな
らないが，利用可能ないかなる予測値から見ても，こうした事態がこの数年間のうちに再
現されるとは考えがたい。 というのも， そうした輸入価格の低下は， エネルギー関連製
品一ー それは， 86年をつうじて非常に大きな落差のあるストックの変動を記録した一ーの
みならず，他の非エネルギー関連原材料や工業製品についても生じた点を想起されたい。
最後に，スペイン経済が1986年に開始した対外開放のプロセスは，国内市場へ新製品と
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外国企業を呼び込んだが，それにともなって大幅な在庫の増加をもたらすような流通経路
もおのずから創出されるであろう。
2. 2生産
前節で述べた， 1986年における財・サービスの最終需要の加速的な拡大は，供給の観点
からみてそれに匹敵するほとんど全般的な回復を，~業以外の—―—多岐にわたる活動
分野での最終生産と付加価値にもたらした。もっとも，最終需要のなかで輸入財でまかなわ
れた部分がかなり増えたために，生産高の増え方は最終需要のそれよりも小さかった。
1-17表には!NEによるデータが載せられている。そこには一1986年についてはまだ
暫定的な予測値であるけれどもー1980年をベースとした新「国民経済計算」に導入されて
いる若干の方法論上の変更がすでに含まれており，その際立った特色は，これまでのよう
に1970年ベースの歴史的時系列による生産要素費用ではなく，市場価格で評価されたデー
タが示されている点にある。さらに，1986年の付加価値税 IVAの導入は，（基準年の）不変
価格で表示された付加価値表に基づく統計手法でもってスペイン経済の推移を供給の観点
から分析するうえで，追加的な困難をもたらした点も明らかにしておかねばならない〔注〕。
1-17表 国内総生産の部門別実質成長率 〔1980年の価格で表示〕
/ 1981 I 1982 I 1983 I 1984 I 1985 I 1986 
農漁業 -9.5 -1.5 , 6. 2 10. 7 1. 3 -9.0 
工業 -0.2 -0.4 1. 3 -0.4 2.0 4.0 
建設業を除く工業 -0.2 -1.2 1. 6 0.8 2.1 3.5 
建設業 -0.2 2.7 0.1 -4.7 1.8 6.0 
サービス業 1. 2 2.5 1. 8 2.5 2.3 4.0 
銀行サービス＊ 0.9 2.3 2.0 1. 9 2.0 10.2 
輸入関連税＊ -8.0 8.6 -2.8 -1.0 6.5 12.2 
国内総生産〔市場価格表示〕 -0.2 1.2 1.8 1.9 2.2 3.0 
出所〕 INEによる「国民経済計算」〔1980年=100〕
＊）銀行サービスは帰属所得（生産）として算定され，また楡入関連税は輸入サービ
スの代理変数として用いられている（訳者）。
注〕現在利用できるデータでもって IVAの部門別帰着を分析するのは不可能であるの
に，いろいろな経済活動分野の付加価値を市場価格で評価しようとする国民統計協
会 INEは， 「輸入税」にほどこされるある種の調整（当てはめ）を余儀なくされた。
IVAの導入のような重大な税制上の変化が市場の相対価格構造に与えたであろう影
響は，不変価格でマクロ経済指標を推計する際に一一ーとりわけ， 「ダプル・デフレー
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農業部門の付加価値は， 1986年に一9.0%という大きな後退を記録した。農産物の最終
生産にかんする手元の指標は，ほぼ全般的で大幅な低下を示している。数少ない例外は，
農業部門自体で中間財として消費される若干の生産物の場合である。最終生産が減退した
にもかかわらずそれと同時に中間財の消費が生産単位当たり増大したために，農業の実質
的な付加価値は大幅に減少したのである。畜産の停滞と漁業の後退が，悪い気象条件に見
舞われた農業の窮状に追討ちをかけた。
建設業を除く工業部門の付加価値は実質で一ー1985年の2.1%にたいして一ー3.5彩成長
した。各サブセクターの回復の強弱は，最終需要の圧力を反映していたが，これは輸入の
実質的な増加によってかなりのセクターで弱められた。プラント特に輸送機器と耐久消費
財の分野で最も大きな成長率が記録されたが，回復は消費向け工業製品のほとんどすべて
1-12図 工業生産指数： 3カ月の移動平均〔a〕とその趨勢〔1972年=100〕
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出所〕 INE 
a〕極端な値を修正した季節調整値
ション」が作用して評価がより難しくなるような経済活動分野で付加価値を推計しよ
うとする場合には一一→当該指標の暫定性を高める。「最も調整された輸入税」につい
て INEが推計した大きな実質成長率ー12.2彩とはじきだされた一一北は，こうした
統計的「当てはめ」の難しさを反映している。9
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の分野で広く見られた。自動車製造部門〔鉄道以外の陸上輸送機器を含む〕の工業生産指
数は，それの輸入が急増したにもかかわらず10.996も増加した点を特筆しなければならな
い。「全国乗用車・トラック製造業連盟」 ANFACのデータによれば，観光バス（製造）
部門一一そこでは，輸入バスによって賄われる最終需要の比率がとくに高い一ーにおいて
さえ，国内生産は4.2 96も成長したのである。
中間財生産部門は，プラスの成長率を記録したとはいえ，一般によりゆるやかな動きを
示した。そのなかで，輸出取引とかなり密接に関連して力強い活動を行った石油精製部門
が際立っている。すでに前の節(2.1. 1)で触れたけれども，「マキラ制」のもとでの原油輸
入のかなりの増加は，むしろ石油精製部門の活況をしめす指標なのである。逆に，経済に
おける産業活動の指標と伝統的にみなされてきた電気エネルギ一部門は，国内生産におい
ても消費においてもその伸び率を鈍化させた。かくて，電力の国内消費は一ー非常に変わ
りやすい気候条件を前提にしてこうした数字がもつ意味を評価するのは困難であるが一一
1985年の 3.596増から86年には 1.9%増になったのである。気候の変化にそれほど反応し
ない産業用電力消費データも， しかしながら，電力を集約的に利用する諸部門の生産量の
変化からは大きな影響を受けており，しかも製鉄業のようなそうした部門のいくつかは，
工業諸部門の平均からかけ離れた推移を示したのである。そこでそれに代えて， 各サブ
・セクターの付加価値の大きさでウェート付けされた産業用電力消費の指標が案出された
――この指標による 1986年の消費増は2.7~ るで，前年のそれと大差がない—~のであるが，
しかしいろいろなエネルギー関連製品の相対価格構造に現れてきた重要な変化によって最
終製品単位当たりの電力利用比率に変動が生じた結果，それが経済活動の一般的な指標と
して効力を発揮できる場は限定されている。
1985年に始まった建設部門の回復は86年に一層確かなものになり，その付加価値の成長
率は1985年の 1.8%から86年には 6.051るになった。同部門の投資増加率ー一前節 (2.1. 2) 
で分析したとおり， 7.09るー~とこの率 6.0% とのわずかな差異は，非住宅用建設が優位を
占めていた点から説明できる。というのも非住宅用建設では，中間財が集約的に投入され
るために最終生産単位当たりの付加価値が低くなるからである。しかしながら， 1985年に
おける建設活動のささや力況な回復によって雇用はなんの影響も受けなかった一一むしろ就
業者数は5彩減った一一のに対して， 1986年には（労働集約的な）住宅建設のウェートが相
対的に高まっために，また前期にすでに着工された一ーそれゆえ，最終生産単位当たりよ
り多くの中間資材の投入が必要とされる建設の初期段階を終えた一ー建設工事が大きなウ
ェートを占めたために建設部門での就業者数は，建設資材の利用面で観察された力強い増
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1-18表工業生産指数の変化率 〔建設業を除く〕
〔1972年ベース〕
1984 1985 1986 
総合指数 0.9 2.0 3.0 
エネルギー〔10.3彩〕 1.8 4. 1 0.1 
固体燃料の掘採と加工 -0.8 1. 3 -3.7 
石油掘採 -24. 7 -6.8 -13.6 
石油精製 8.0 1. 5 10.1 
放射性鉱物の掘採 18.7 -10.8 21. 9 
電気・ガスの生産 3.0 5.6 1. 5 
非エネルギー鉱業と化学〔21.2彩〕 3.3 0.3 -1.2 
非金属鉱物の掘採と加工 22.0 -3.8 -11.5 
金属の生産と一次加工 4.5 1. 5 -7.2 
非エネルギー非金属鉱物の掘採 8.7 -5.9 0.3 
非金属鉱業 -5.6 -5.4 7.5 
化学工業 4.9 2.4 1. 5 
金属加工・精密機械〔24.2彩〕 -2. 7 3.8 9.3 
金属製品製造〔一般機械と輸送機器を除く〕 -7.5 2.3 1. 7 
一般機械・機械設備製造 2.5 9.8 5.7 
事務用機器製造 -15.6 -16.8 -13.9 
電気機械・機材製造 4.1 -0.2 12.9 
電子機器製造〔コンピューターを除く〕 1. 6 -0.9 28.0 
自動車製造 1. 5 8.6 10.9 
造 船 -49.4 4.7 27.6 
その他の輸送機器製造 -14.4 -22. 7 -5.0 
精密機械・光学器具などの製造 -2.3 6.2 4.1 
その他の製造業〔44.3劣〕 1.2 1.4 2.9 
食料・飲料・たばこ 0.9 4.8 -0.9 
繊維工業 -2.9 4.5 8.1 
皮革製造業｀ 1. 3 -0.8 4.0 
履物・衣服•その他の繊維製品製造業 -3.9 -1.4 -1.6 
木材・コルク製造業 -4.7 -8.1 16. 2 
紙• 印刷・出版業 7.3 -2. 7 6.4 
ゴ以ム上・，プ製ラスチッ業ク製別分品製類造ー業一 3.8 5.1 0.8 
— 品の産
消費財〔35.8%〕 0. 1 1. 1 3. 2 
食料・飲料・たばこ 0.9 4.8 -1.8 
その他の消費財〔工業製品〕 -0.2 -0. 7 5.4 
プラント〔14.1彩〕 -2.9 '1. 2 10.5・ 
金属装置・ボイラー類 -9.8 4.6 2.5 
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1984 1985 1986 
輸送機器 -20.6 9.5 20.7 
一般機械• その他 6.5 7.1 8.7 
中間財〔50.1彩〕 2. 1 1. 7 1.5 
エネルギー 1.8 4.1 0.7 
建設資材 -3.2 -3.4 2.0 
非エネルギー抽出産業と化学 6.1 1. 2 -3.3 
一ーそ以の上他，の製中間品財の用途別分類＿ 1.0 1.7 
5.5 
出所〕 INE. 
1-13図 セメントの見掛け消費と建設業就業者の趨勢〔1983年=100〕
110 110 
105 
100 
95 95 
90 90 
85 85 
80 80 
75 1983 1984 1985 1986 75 
出所〕 OFICEMENとINE
加と並んで，大幅に回復したのである。セメントの見掛け消費〔1985年の 1.8形増から10.2
彩増へ〕や，労働力調査によるに建設業就業者数＿すでに述べた1985年の5.0形減から
7.5%増へ〔1-13図をみよ〕ーーから判断して，経済危機の最もひどい打撃をうけた部門
のひとつにとって，やっと事態が好転しだしたものと断言できる。この建設部門は， 1974
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年から―1982年を唯一の例外として一1985年までプラスの成長率を記録しなかったの
である。
スペイン経済における第3次産業の付加価値もまた，農業を除く諸部門で一般化した回
復の潮流に乗り，その実質成長率は 1985年の2.3彩から 4.0彩になった。こうした有利
な展開に民間のサービス部門も政府の無償サービス部門も加わった。最も著しい成長を記
録した民間サービス部門は，信用機関— 1-17表から分かるように，銀行のサービスに
帰属する生産は実質で10:2彩増加した—，保険会社，輸送サービス〔海運を除く〕，通
信およびホテル業部門であるが，この最後の部門は観光の隆盛によって非常に有利な影響
をうけた。大規模店舗の販売データと商業部門における雇用の好ましい進展からみて，こ
うした分野の実際の経済活動もまた，他の民間サービス活動と同様に重要であったに違い
ない。というのは，それを示す数量的な指標は手に入らないけれども，その雇用水準に有
意な上昇が記録されているからである。 「労働力調査」のデータは，政府サービスの部門
で雇用の強い増加〔9.9彩〕を記録している。 こうした率は，—以前は民間部門に属し
ていた一部の地方公共団体労働者が，今では政府部門に含まれているという理由で一ーそ
の部門の実際の雇用の推移をおそらく過大評価しているとはいえ，政府部門における付加
価値の実質的な伸びもまた大きかったに相違ないことを示している。
2. 3雇用
「労働力調査」によれば〔1-19表をみよ〕， 1985年中頃に始まった就業機会の純創出
1 -19表労働力人口の推移〔a〕
絶対数
1986 1983 第W四半期
16歳以上の人口 29,053 337 
労働力人口 13,905 134 
就業者数 10,869 -72 
縁辺労働力 、92 -1 
失業者数 2,944 207 
非労働力人口〔兵役など〕 15,148 203 
出所〕 INE 〔EPAcens゜ dep曲血血曲囚印
a〕数値は，各年の第IV四半期のものである。
b〕FECの雇用効果を修正せず゜
単位：千人
増 減
1 1984⑤ | 1985 I 1986 
367 387 328' 
35 142 276 
-423 60 340 
1 8 -8 
457 74 -56 
332 245 52 
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1 -20表雇用の推移 単位：千人
絶対数 増減〔a〕 変化率形
IV198四6半年第期 寄 1198511986閤¥198511986 
1. 民間部門の雇用者 5,821 -297 36 354 -5.0 -1.4 4.3 
農業部門 497 -16 15 -6 -7.6 7.1 -4.0 
非農業部門 5,324 -281 21 360 -4.8 -2.2 5. 2 
工業 2,155 -106 -23 89 -4.5 -3.2 2.6 
建設業 622 -70 -7 96-11. 3 -8.7 1. 6 
サービス業 2,546 -105 51 174 -3.3 0.3 6.1 
2. 公共部門の雇用者 1,908 35 133 39 4. 7 4.0 6.0 
農業部門 31 6 2 -8 10.2 -3.2 -18.8 
非農業部門〔政府部門を除く〕 504 -1 15 -57 7.1 -0.5 -1.2 
工業 185 1 3 -39 7.8 -1.2 -5.5 
建設業 29 3 -3 -4 16.5 -3.4 -5.3 
個人サービス 290 -6 15 -14 4.1 0.3 2.5 
政府部門サービス 1,372 30 116 104 3.2 6.4 9.9 
3. 全雇用者〔3=1+2) 7,729 -262 169 394 -2.8 -0.1 4.8 
農業部門 529 -10 17 -14 -6.3 6.4 -4.9 
非農業部門〔政府部門を除く〕 5,828 -282 36 303 -3.6 -2.0 4.6 
工業 2,341 -106 -20 51 -3. 5 -3.0 1.8 
建設業 652 -66 -10 92 -8. 0 -8.4 10. 6 
個人サービス 2,836 -110 66 160 -2.5 0.3 5. 7 
政府部門サービス 1,372 30 116 104 3.2 6.4 9.9 
4. 非雇用者 3.139 -43 -109 -54 0.2 -2.8 -2.8 
農業部門 1,145 -54 -118 -136 -2.4 -5.5 -11.4 
非農業部門 1,99、4 11 ， 82 2.2 -0.9 3.2 
工業 307 1 -28 21 5.1 -6.1 -0.1 
建設業 220 2 13 -3 1. 9 4.5 -0.4 
サービス業 1,467 7 24 64 1. 6 -0.5 4.5 
5. 総就業者〔5=3+4〕 10,869 -305 60 340 -1.9 -1.0 2.4 
農業部門 1,674 -64 -102 -150 -3.5 -2.3 -9.5 
非農業部門〔政府部門を除く〕 7,822 -271 45 386 -2.2 -1. 7 4. 2 
工業 2,648 -104 -48 72 -2.5 -3.4 1. 6 
建設業 871 -64 3 89 -5.8 -5.0 7.5 
個人サービス 4,303 -103 90 224 -1.1 -5.0 5.3 
政府部門サービス 1,372 30 116 104 3.2 6.4 9.9 
出所〕 INE⑰ PA censo de poblaci6n de 1981〕
a〕数値は，各年の第IV四半期のものである。 b〕FECの雇用効果を修正済み。
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（過程）は1986年をつうじて持続された。 1986年に，縁辺の（二次的な）労働力を除いた厳密
な意味での就業者は， 経済全体で34万人増加した〔前年に比べて2.4彩増〕。 しかし失業
者数は，労働力人口が27万6000人増えたために5万6000人しか減らなかった。 1986年の
第1V四半期に，失業の規模は294万4000人で，それは労働力人口の21.2彩に相当する。
雇用の推移は非農業部門で非常に激しく変化した。この部門の就業者は1986年をつうじ
て49万人増えたのに対して，農業部門の就業者は15万人減少し，しかもその大半は（自営
業主や家族従業者などの）非雇用者であった。つまり，第一次産業ではこの数年来の特徴
である就業者数の大幅な減少が続いており，その傾向は1986年に一層加速されたのである。
かくて， 同年の就業者減少率は，過去の平均をはるかに上回る 9.5彩となった。.農業に
おいてこのように就業者が減少した原因の一部は，農業人口が高齢化してきた結果，当該
労働者が高年（引退）層の仲間入りをした点に求めねばならないけれども，他の原因は，一方
では他の先進諸国と比べてスペインの第一次産業には依然として過剰な働き手が存在する
からであり，また他方では1986年に生産された農業付加価値が減少したからである。その
結果，1986年が好例だが，スペイン経済の失業を減少させるためには，農業以外の部門での
雇用創出でもって，労働力人口の増加のみならず農業就業者の減少に伴う働き手の供給に
も対処しなければならないのである。これら二つの現象が作用したために， 1986年に工業
や建設業そして民間（個人）・政府両サービスの諸部門で非常に強い雇用の増加があった
にもかかわらず，ごくわずかしか失業は解消されなかったのである。 • 
非農業部門ー一ただし政府部門も除く一における就業者は1986年をつうじて38万6000
人増えたが， これは前年の4万5000人増と比べれば非常に好ましい結果である〔1-20表
をみよJ。そのうち雇用者は30万3000人ーー前年に比べて4.6彩—増え，非雇用者は 8万
2000人増えた。 1-14図と 1-15図で見られるように， 1984年末から非農業部門での雇用の
減少に非常にはっきりとした歯止めがかかった点を指摘しておこう。これは，就業機会の
消滅〔雇用のマイナスの変化で近似される〕が徐々に下火になり， また雇用の創出〔同
じくプラスの変化で近似される〕が少なからず勢いを増したためにひき起こされたのであ
る。これらの傾向はいずれも， 1985年中頃には就業機会の創出に比して雇用の消滅を軽微
にさせるように作用した結果，就業者数の推移はプラスに転じたのである。その時以来，
非農業部門（政府部門も除く〕での雇用の純増は，四半期ごとにますます優勢な基調とな
るに至った。こうしたプロセスにおいて決定的な役割を果たしたのは民間サービス部門で
あるが，それは1986年に非農業部門でみられた民間雇用の改善の58彩を占めている。
非農業部門での民間雇用増の5分の1は工業に由来しており，そこでの就業者は1986年
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1-14図就業者の変動〔a〕 単位：千人
-20~ ・v ~v~ ―20 2・心-~~ シ- 40 I 4
- 60 I -60 
1983 1984 1985 1986 
一 4四半期 (1年）の移動平均
ーー 一ー季節調整値の時系列
20 120 
o 100 
-20 80 
-40 60 
-60 40 
-80 20 I 八I 
1983 1984 1985 1986 
出所〕 INE 〔り FECの雇用効果を修正済み。縁辺労働力は除く。
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1 -15図 非農業部門〔政府部門を除く〕の雇用者の変動〔a〕 単位：千人
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をつうじて7万2000人増えたが，これは前年比で1.6形の伸びに相当する。こうしたプラス
の成果は，就業機会の消滅が低い水準に抑えられ，同時に雇用の創出が高まり続けたために
得られたのである。実際， 1985年の下半期になって工業就業者数は＿ほぽ10年間も減少
し続けた後に一~ その原因は，同年をつうじて就業機会の消
滅が下火になり，他方で1984年中頃に始まった就業機会の創出が持続的に向上していった
点に求められる。すでに述べたように，こうした傾向は1986年にも維持されたのである。
サプセクターごとに見ると雇用増加の大部分は，最終需要により密接した工業分野で生じ
ている点を特筆しておかねばならない。かくて，プラントの大部分を生産する機械工業や
電気機械器具製造業と，家電のような消費財を生産する一部の製造業において雇用は合わ
せて3万2000人増え，また消費財の大部分を生産するその他の製造業〔食料品製造業を除
＜〕の雇用は5万5000人増加した。他方，食料品製造業での雇用は5万5000人減少した。
建設業での雇用は 1986年をつうじて8万9000人増えたが，これは前年比で 7.5彩の伸び
に相当する。こうした異例な動きの原因は，その年に建設部門が享受した一時的な好条件
に求めねばならない。このことは，長年来初めて（建設業就業者全体に占める）雇用者の
比率が下がらず，むしろ雇用者の増加 (9万2,000)が建設部門全体の就業者の増加 (8
万9,000)をわずかながら上回った点にも反映されている。
前にも述べたけれども，個人サービス（民間のサービス業＋公共部門の個人向けサービ
ス）は経済全体の雇用増に最も強力に貢献した部門であった。 1986年をつうじてこの部門
の就業者は22万4000人増えたが，これはその年に経済全体で純（ネット）創出された就業機
会の3分の2に相当し，その増加率は5.3彩に達する。個人サービスはまた，そこでの雇用
の趨勢が最も目立った変化を示してきた部門でもある。実際，個人サービスの就業者は，
1984年をつうじて大きく落ち込んだ後に85年には積極的な増加に転じ，そして，既述した
ように，こうした増勢は1986年に一層強まったのである。しかしながらいくつかのデータ
は，この上昇過程にもどうやらプレーキが掛かりはじめたことを示している。かくて，こ
の半年前後の間に再び就業機会の消滅が増え， 1986年の第w四半期における雇用の純増は
事実上ゼロになった。 1986年における個人サービスでの雇用の増加は次のような業種に集
中した。すなわち，商業〔7万8000人増〕，ホテル業〔3万6000人増〕，事業所向けサービ
ス業〔5万人増〕， そしてその他保健衛生・娯楽・家事サービスなどの個人向けサービス
業〔3万8000人増〕である。
政府部門のサービスにかかわる雇用は，労働力調査によれば1986年に10万4000人増えた
が，これは前年比で9.9彩の伸びに相当する〔200ベージの脚注をみよ〕。こうした公務員
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の雇用増加は，その大部分が政府の一般サービス〔4万3000人増〕， 教育〔3万2000人
増〕， そして保健衛生〔2万6000人増〕に集中している。この点にかんして一ーいくつか
の社会的サービスの分野で公務員の雇用が増えたために，そうした社会的サービスの圧倒
的な部分は国によって管理・運営されるようになってしまい，民間の主導性が発揮できる
余地が狭まった―ことを指摘しておかねばならない。かくて，公的教育と保健衛生に従
事する公務員は．「労働力調査」によれば，それぞれ36万2000人と30万7000人にのぼるが，
これらはすでに当該部門における総雇用の72彩と78彩を占めているのである。
「労働力調査」による雇用の純創出の数値から労働市場の回転（移動）率を導き出すに
は，十分なデータが揃ってはいないけれども，この数値の量的な大きさから判断して労働市
場の一般的な移動性は大きく向上したものと思われる。しかしながら，雇用促進計画にそ
って結ばれた契約〔短期契約，パートタイム契約，見習契約など〕が雇用の創出過程におい
て実際に果たしたに違いない重要性も明らかにしておかねばならない。この種の契約は，
1985年をつうじて大幅に増えたが， 1986年にも再び同じような〔32彩増の〕記録を作っ
た。現在，諸雇用促進契約による就職は，国民雇用協会 INEMが斡旋した全就職のうち
47彩を占めているが， しかし同じ契約が一年の間に何回も更新されうるが故に，このパー
センテージをそのまま機械的に実際の雇用増に当てはめてはならない。非常にあり得るこ
とだが，企業家は人員を拡充する際にそうしたやり方を広く利用しているであろう。とい
うのもその（更新）方法を採れば，社会保障負担が免除されるだけでなく，優先的に若年
労働者と女性労働者が求められるが故に，雇用がより伸縮的かつ安上がりに確保できる
からである。かくして雇用増の大部分は， そうした伸縮的な形態の労働力において生じ
たのであり，雇用期間の限定がない（通常の）契約をつうじてではない。この点にかんし
て， 1986年における雇用増のうち62彩が，就業人口の38彩しか占めていない女性と若者に
かかわっていたという事実は示唆的であろう。
1986年をつうじて雇用が著しく増加した結果，付加価値は増大したにもかかわらず，生
産性の上昇は鈍化し， いくつかの部門ではマイナスに転じることさえあった〔1-21表を
みよ〕。経済全体にとってこの年の生産性の上昇率は 0.6彩で，それは 1981年~85年の期
間の平均値である 3.2%と対照的であるが，それはまた， 近年における生産性の上昇が生
産の増加よりもむしろ雇用の減少に起因していたことをも示している。非農業部門にとっ
て生産性は，上記の4年間の平均2.9彩（の上昇）に対して 1%低下した。そのうち工業
では1.9彩の生産性の伸びが記録されたが， それは近年の平均値に比べると大幅な鈍化を
意味している。付加価値が雇用の増加ほどには増えなかった建設部門では，生産性は 1.4 
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1-21表生産性の推移（彩）
119酎瞥 1982 11983 19糾〔a〕11985 I 1986 
全体 3.2 2.2 2.5 3.9 
農業部門 6.3 0.7 6.1 14.7 
非農業部門 2.9 2.0 2.5 2.8 
工 業 4.3 4.6 4.1 3.4 
建設業 5.7 3.9 2.6 1. 2 
サービス業 1.6 0.4 1.7 2.7 
出所〕 INEとBE
り FECの雇用効果を修正済み。
1-22表失業の推移
絶対数 増
1986 1983 第IV四半期
失業者総数 2,944 
新規求職者 1,194 
雇用経験者 1,750 
農 業 270 
工 業 452 
建設業 347 
サービス業 681 
出所〕 INE 〔cens〇 dep曲血血曲 19印
a〕数値は，各年の第w四半期のものである。
b〕FECの雇用効果を修正せず゜
207 
65 
142 
12 
21 
33 
76 
I 1984匝〕 I 
457 
172 
285 
98 
70 
・50 
67 
3. 2 0.6 
3.7 0.6 
2.9 -1.0 
5.7 1.9 
7.2 -1.4 
0.9 -2.2 
単位：千人
減 〔a〕
1985 I 1986 
73 -57 
60 1 
13 -58 
36 3 
-22 -29 
-69 -37 
68 5 
彩低下した。最後に，民間にしろ政府にしろサービス部門での雇用の急増は2.2彩の生産
性の低下をもたらした。こうした現在のごくわずかな或いはマイナスの生産性上昇は，過
去の生産性上昇がそうであったように，統計（経験）的な要素を含んでいる点に留意しな
ければならない。つまり，生産性の伸びが鈍いのは，回復の初期段階に生じる雇用の加速
的な増加に起因しているのである。それゆえ現在の生産性が，今後も1986年段階での非常
にわずかな伸び率のままで推移するものと予想することは出来ない。もっとも，将来の生
産性が，かつて強い雇用調整が行われた時期に上昇したほど高い率で伸びるものとも常識
的には考えられない。
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1986年をつうじて失業は，同じ時期に労働力人口が 27万6000人増えた結果，（差引） 5 
万7000人減った〔 1-22表をみよ〕。労働力人口がこのように加速的に増加した〔1985年に
は14万2000人しか増えていない〕のは，生産年齢に達した人々の増加には起因せずー一生
産年齢人口の増加は前年より少ない〔1985年の 38万7000人増に対して， 1986年には 32万
8000人増えたにすぎない〕 ， むしろ労働力率の上昇に起因する。つまり労働力率（労
働力人口／生産年齢人口）は， 1985年末の47.5形から 1986年の第IV四半期には 47.9形へ
0.4ボイント向上したのである。 こうした労働力率の上昇によって， 同年における労働力
人口増加の40%がもたらされたのであるが，問題の労働力率を高めたのは，もっぱら女子
労働力率の上昇〔1985年末の27.9形から86年には28.79. るへ〕によるものであり，男子のそ
れ〔68.5形〕には変化がなかった。
雇用の増加は1986年をつうじて失業を減少させたが，その対象になったのはもっぱら雇
用経験のある失業者に集中していた。農業における雇用の減少は，その部門での失業の増加
に結びつかなかった点に留意しなければならないが，このことは，そうした減少の原因の
一部が農業人口の老齢化に求められ，また一部は経済の他の部門への農業従事者の移動に
求められる，という見解を裏付けているように思える。
年齢階層別にみて， 24歳末満の若年層ーーそれは総失業者の50彩を占めている一ーの失
業率は， 1985年末の 48.8形から 1986年の第IV四半期には 47.8形に低下した。 24歳以上の
男性ー一総失業者の 369,るに相当する一の失業率も同様に 14.6形から 13.5形に下がっ
た。逆に， 24歳以上の女性の失業率は 1985年の 14.7%から 86年には 15.5%に上昇した。
それというのも，この年齢層の女性たちはすでに経済活動に大いに参加していたからであ
る。
このように，雇用状況の改善によって 基本的に女性の一一労働力率の上昇がもたら
されたために，雇用の改善が必ずしも同等の失業の減少を意味した訳ではない。この結論
は，登録された失業一ーそれの1986年における推移は， 「労働力調査」による非雇用の推
移と首尾一貰しないが一ーから溝き出すこともできるように思われる。実際，すでに見た
ように，「労働力調査」による非雇用は減少しているのに，登録された失業は， とりわけ
1986年の後半に大幅に上昇しているのである。同年12月にこの失業者数は 290万2000人に
のぼったが，それは前年同月比で14万5000人の増加に相当する。要するに， 1986年をつう
じて雇用状況が改善したために，就業機会を見つけるのがよりたやすくなったと信じるに
至った多くの失業者が職業（安定）事務所へ赴いたに違いないが，同時にこのことが登録
された失業者数を押し上げたのである。
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2. 4 物価，生産コスト，所得
スペイン経済において70年代末から緩慢だが絶え間なく続いてきたインフレ率の低下傾
向は1986年になって停止した。このようなスペインのインフレ・プロセスの動きは，国際
的な状況が例外的に有利であった正にその年に，＿単位労働コストの上昇率が高まり，付
加価値税 IVAの導入によって間接税の圧力が増大し，石油価格の下落によって生じた所
得（トランスファー）のかなりの部分が政府部門に吸い上げられ，また（企業）マージン
の回復が，部門ごとに異なるとはいえ国内需要圧力によって疑いなく助長された一ーとい
った事情によって説明される。
消費財の最終価格は 1986年をつうじて累積（複利）的に 8.3%の率で上昇したが，これ
は1984年12月から 85年12月の（累積）上昇率8.25lるに事実上等しい。他方， 1986年のその
年間（単純）平均上昇率は，前年にほぼ等しい8.8%であった。 1986年における消費財価格
の推移は，当時それにたいして諸々の相対立する影響力が作用した結果，かなり変動的で
あった。一方で， IVAの導入は一ーその主な影響が同年の第1四半期に集中していたとは
いえ—，上で述べたように物価上昇率の鈍化過程を終息させるうえで基本的な役割を演
じた。他方，末加工食料品価格の動向は，強い加速と減速の跡を示しており，それは総合
指数の推移にも反映されている。最後に，エネルギーの国際価格の下落は，消費者物価に
かんするかぎりエネルギー関連品目の低廉化につながった。もっとも，後で見るように，
輸入エネルギー・コストの低下は，その一部しか国内物価の引き下げに反映されなかった。
消費者物価総合指数の推移は，これらの要因が作用して色々な影響が現れた結果として
得られたものであって，そのオリジナルの時系列を見れば（物価上昇の）いろいろな加速的
段階と抑制的段階とが区別できる。1986年1月の総合指数は，1985年12月に比して 2.9%上
昇したが，このように高い上昇率には IVAの影響のかなりの部分が含まれている。2月か
ら5月までの物価の推移は，月間平均上昇率でみて 0.35lるとずっと落ち着いていたが，それ
に影響した要因としては，末加工食料品価格の低下と 3月に生じたエネルギー関連品目の
低廉化が挙げられる。 6月から 9月まで，未加工食料品価格が大幅に騰貴したために月間
平均上昇率は0.85lるに高まった。最後に， 10月から 12月の期間に，未加工食料品価格が非
常にゆるやかな動きを示し，また1月にはエネルギー関連品目が大幅に安くなったので，
月間平均上昇率は再び低下して 0.2%に落ち着いた。
消費者物価指数 CPIを構成する各要素の1986年における推移はそれぞれかなり異なっ
ていた。未加工食料品価格は， 1-16図から分かるように大幅に変動した。すなわち， 1月
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に大きく上昇し，その後5月まで引き続いて下落し，夏 (6月~8月）から9月にかけて
再び急騰したのである。その結果， 1年全体をつうじての年間上昇率は10彩で，前年12月
比では11.4%高騰した。ところで周知のように，季節性のある生産物が重要なグループを
構成しているこの末加工食料品価格の年間の推移を解釈するような場合には，注意が必要
なのである。 というのは， CPIに含まれるこうしたグループの価格指数を扱うにあたっ
もいかなる月間データであれ，それを前月のデータと比較するのは（季節性のゆえに）
意味がないからである。もっとも，各月の指数を前年同月の指数と比較するのは，各年の
指数を比較するのと同様， 依然として有意義である〔注）。 ともあれ，季節調整前の指数
でもってインフレーションの一般的な推移を短期的に評価する際に犯される可能性のある
誤りを強調するのは無駄ではないけれども，末加工食料品の価格というのは常に変わりや
すいものであって，そのためスペイン経済におけるインフレ率の導出過程は—不安定性
が高まり，また硬直性の要因が導入されるという意味で一ー大いに妨げられているのであ
る。かくて，この種の財貨の別の価格指数〔農村物価指数〕もまた， 1986年をつうじてそ
の推移に大きな振動を示した。そうした動きの原因は，天候不順といった要因やスペイン
の EECへの加盟による価格（変化）の期待に求められた。その時 0JO盟）以来，スベイ
ンの農産物の統制（介入）価格は，加盟時にスペインで実現されていた価格よりも高い
EECの統制価格に徐々に近づいている点に留意しなければならない。 そのことは，新し
く制定された法規によって統制価格にしばりがかけられたとしても，市場価格に上昇気運
を生じさせる力となったであろう。
注〕 CPIを構成する項目の季節（変動）性の解釈にかんする問題を詳細に分析してその
ありうべき解決についても触れた論文としては， 1987年2月にスペイン銀行の「経済
月報JBoletzn Econ6micoに発表された J.J. Camioの "Elindice de precios al 
consumo y los productos estacionales"が挙げられる。たとえば， 1986年1月に
生じた末加工食料品価格指数の急騰は，それだけでは IVAの影響による広範な季節
的上昇として解釈することは出来ず，むしろ基準年〔1983年〕のインフレ要因をー（指
数の）構成上の理由で一一一部分的に表出したものと理解すべきである。CPIの推移を
解釈するうえで明らかにすべきもうひとつのテーマは，基準年が季節性のある生産物
の観点からみて「通常」ではなかった場合〔たとえば，収穫が良すぎたり悪すぎたりす
る場合〕に生じる問題であるが，それは基準年における当該生産物の相対価格の歪み
として現れるであろう。というのもそうした場合，価格指数は一一実際には，通常の
相対価格に基づいて導出されておりながら一一明らかな季節性を有する変動を伴って
歪んでいるからである。
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出所〕 INE 
CPIの一部を構成するエネルギー価格は， 1986年をつうじて累積的に 9.1%低下した
が，その大部分は，政府が石油製品の管理価格を引き下げた3月と11月に集中していた。
消費者物価の主な構成項目であり，またスペイン経済におけるインフレ基調を規定する
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サービスと非エネルギー関連製品の価格は， 1986年にはより安定的な動きを示し，徐々に
落ち着いていったが，早くも同年末には，そうした安定化プロセスにかげりが見え始めた。
こうした消費財の価格指数は累租的に9.0形上昇したけれども， これらの価格の動きを左
右する例外的な要因の影孵を除去した趨勢的な上昇率は，同年末で5.5 9る前後であったと
考えられる〔注〕。項目別では，サービスと加工食料品の価格が一ー同年をつうじて累積さ
れたインフレーションとしてみても，また年平均（インフレ率）でみても一ー加速的に上昇
した点が際立っている。逆に，非エネルギー関連工業製品の価格は鈍化傾向をとり続け，
その上昇率は 1985年の9.2形から86年には8.7%に下がった。
このように非エネルギー関連工業製品の消費者物価が比較的落ち着いたのは， 1986年に
おける輸入価格の下降傾向から推して，これらの製品にはサービスの場合よりも多くの輸
入財が投入されていることと関連しているであろう。ところで，この工業製品の消費者物
価の推移は，さらに低い上昇傾向を示した［消費者向け〕工業製品の卸売物価指数の推移と
比較されるべきである。間接税も商業マージンや輸送費も含まず，ただ生産価格のみを反
映するこの卸売物価指数は， 1985年の7.0形にたいして86年は年間をつうじて（累積的に）
4.5%上昇したにすぎず，年間（単純）平均の上昇率も5.1%であった。消費者物価指数を構
成する非エネルギー関連工業製品の上述した動きと，この（卸売物価の）動きとの一一年
率で見て邑§ボイントを超える一一格差でもって，これらの工業製品価格にたいする IVA
導入のインパクトそのものを測定することは出来ないけれども，そうしたインパクトが他
の手法で推定できれば，この格差は（卸売物価の相対的）低下條向を示唆しているであろう。
付加価値にたいする新型の間接税の導入は，サービスと非エネルギー関連製品の消費者
物価の推移に決定的な影響を与えた。その税の負担増に起因する一ー1986年初の数力月間
に集中して，いろいろな価格に及ぼしたであろう一一直接的なインパクトは別にして，それ
が（便乗値上げなどへの）期待と商品流通径路における諸マージンの決定とに及ぼした間接
的なインパクトはより永続的であって，インフレ収束過程を終焉させた原因の一部もそこ
に求められる。 IVAの実施に伴う全インパクトを正確に数址化するのは， 他の諸要因も
物価にたいしてその課税の効果を相殺するよう同時に作用したので，結局のところ不可能
である。しかしながら， 1986年初頭に IVAが消費者物価の上昇に及ぼした影響について，
時系列分析による推計が実施されたが，それによれば2ボイント前後の上昇が特に加工食
沈〕 1987年 3月の BoletinEcon6mico に載った "Lainflaci6n subyacente en la 
Economia Eapafiola : Estimaci6n y metodologia"をみよ。
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1 -23表消費者物価指数の推移 〔変化率：％〕
総(10合0.0指0形数） 食(33料.02%品) 非(6食6.9料8彩品） 
1984 1. 3 12.6 ！ 10.6 ； 
1985 〔幻 8.8 9.5 8.4 
1986 8.8 10. 6 7.9 
1985 〔切
第I四半期 8.3 1. 3 6. 7 
第I四半期 10.3 12.8 8.9 
第皿四半期 5.1 -1.0 8.6 
第IV四半期 9.3 13.0 7.4 
1986ゆ〕
第I四半期 1. 3 14.4 9. 7 
第I四半期 7.1 7.8 6. 7 
第皿四半期 10.3 16.0 7. 4 
第W四半期 6.2 8.9 4.8 
出所〕 !NE, BE. 
a J 1985年7月までは1976年ベースの指数を用い，それ以降は1983年ベースの指数を
用いて算定された，公式の指数。
b〕各四半期ごとの数値は，季節調整値に基づいて算定したうえで年率に直して表示
されている。
料品部門において生じたことが分かる。また，税負担の増加による直接的なインパクトの
重要性については， IVA徴税の効率性にかんする手元のデータが襄害きしているように，
疑問の余地がない。
工業製品の卸売物価指数〔同製品の消費者物価についてはすでに言及した〕の上昇率
は，1984年から85年に著しい鈍化を記録した後に，再び1986年にも大幅に低下した。かくて
1986年にその指数は，前年の6,7%の上昇に対して，累積（複利）的に1.1%低下したので
ある。年平均（単利）の変化率で見ると， 1986年の上昇率は0.9形で， 85年は8,5形であっ
た。総合指数を構成するすべての要素がこうした推移に影響を及ぽしているが，投資財価
格と消費財価格の影響度は，中間財価格のそれに比べて低かった。というのも，エネルギ
ー関連中間財の価格は1985年の平均8.7彩の上昇から86年には1.rnるの下落へ転化し，また
非エネルギー関連中間財価格の上昇率も 7.7形から 0.3形へ低下したからである。こうし
た動きは，-IVAのインフレ的なインパクトを，数贔化ができない不完全な形ながら例
示しているだけでなく＿この数年来達成されてきた生産コストの相対的な鈍化が，結局
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のところ，最終的にはこれらの財貨の卸売物価に波及していたことを示している。それゆ
え，（逆に）いかなる加速的な（価格）上昇の見通しであれ， それが将来の（価格の）動
きに影響を及ぼしうるかぎり，たいへん気掛かりなのである。
いま述べた各種の最終的な価格の指標の推移から， 1 -25表に載っているすべてのデフ
レーターの推移が説明できる。その表から分かるように，国内需要デフレーターは1986年
に85年と同じ8.3~ るの率で上昇した。民間消費デフレーターは， IVAのインパクトを反
映して，国内需要のうちで最も高い上昇率を示したのにたいして，総資本形成デフレータ
ーはずっと落ち着いた動きを示した。資本財には当然ながら， IVAの影響が見受けられ
ない。ただし住宅建設部門は，専門家によれば， IVAの蒋入によって非常に影孵された。
輸出デフレーターは， スペインの生産者が外国市場で競争力を維持する必要上， 1. 3%低
下した一ーエネルギーを除けば， 4.0形上昇した一ーが，最終需要デフレーターの上昇率は
6.6形であった。 だが， 1-25表で最も際立った事実は， 市場価格で表示された GDPデ
フレーターと国内需要デフレーターとの3ボイントを超える大きな差である。実際，すで
に 1985年に一~輸入財価格が相対的により落ち着いた動きを示したために GDPデフ
1-1? 図 インフレ,:__ションの趨勢〔a〕
? ?
??
?
1984 
出所JINEとBE
?
??
? ?
10 
，?
?
?
1985 
........ Qヽ ~6
＊ , 
‘ , I~ 呵.,5 
1986 
a〕この図の，たとえばt月（時点）におけるインフレーションは， t時点より以前の
（実際の）価格と以後の予測値にかんするデータを用いて（移動平均と同じやり方
で）推計されている。したがって，グラフの最後の部分については，特定の線で
はなく＿予測値に伴う不確実性を反映する一~広がりをもった面が描かれてい
る。
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レーターは国内需要デフレーターを超えていたけれども， 1986年に両者の差は，輸入財価 ， 
格の著しい下落を前にして，さらに 3ボイント以上に開いたのである。
1986年に輸入デフレーターが 14,9冤も低下したのは， いろいろな要因が同じ方向に作
用したからである。一方では， 1985年末に始まった石油価格の下落があり，それだけでド
ル建て輸入原油価格の低下の42形が説明される。他方， 1986年におけるドルの減価によ
って外国（商品）価格は一層安くなったために，工業諸国で物価（上昇率）の鈍化傾向に
弾みがつき，また基礎的製品の価格も落ち着きを増した。最後に， EECへのスペインの
加盟後に始まった，関税と（非関税）貿易障壁の撤廃化のプロセスは，輸入製品価格の低
下にたいして一ーおそらくそれほど大きくはないにしても一ー何らかの影響を及ぼしたに
違いないが，今それを手元のデータから推計することは出来ない。
市場価格で表示された GDPデフレーターの 1986年における 11.596もの上昇は，前年
の8.Q形に比べても大幅な加速化を意味し， また気掛かりな内容を含んでいる。 というの
も，それはまさに，経済の内部で生みだされる真のインフレ圧力をもっとも正確に反映す
る付加価値デフレーターなのであるから。 こうした GDPデフレーターの推移は，輸入
財とりわけ石油の価格低下をつうじて外国から多額の実質所得が移転（トランスファー）
された一ーしたがって， もしインフレ圧力がなければ需要はもっと拡張できたであろう
—点を考慮に入れれば，大きなマイナス要因になる。ともあれ，エネルギー節約を持続
しようとする欲求ー一この点で，スペインは他の工業諸国に比べて遅れている と，財
政赤字をファイナンスする必要性から，公共部門がその所得トランスファーの多くの部分
を吸い上げることになったために，輸入エネルギー価格の低下は，必ずしもすべて最終価
格と国内需要デフレーターに波及したのではなく，むしろ「石油専売株式会社」における
国の独占的収入をかなり増加させることになった。スペイン銀行による推計〔注〕によれ
ば，輸入エネルギー価格の低下のうち民間部門に波及した部分は約389,るで， したがって公
共部門がエネルギー節約（コスト低下）の最大の受益者になったことが示されている。輸
入価格の低下が民間部門に不十分にしか伝わらず，また IVAの施行が影態を一ーその数
猷化は困難とはいえ—及ぼした以上， もっと落ち着いた価格の動きが期待されてしかる
べき状況下で GDPデフレーターを押し上げたのは，結局，公共部門ということになる。
すでに指摘したように，工業諸国のインフレーションは1986年をつうじて引きつづき収
束過程をたどり， EEC諸国では消骰者物価で3ポイントの低下が，また OECD諸国全体
注〕そうした推計を行う基礎になった労作は，スペイン銀行の「経済月報』 BoletinEco-
面cmico1987年1月号に載って＼ヽ る。
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1 -24表 工業製品価格指数と農村物価指数の変化率〔彩〕
工業製品価格指数 農 村
総合指数 1消費財 Iプラント 1中間財 物価指数
1984 12.2 1. 2 10.1 I 13.4 10.0 
1985 8.0 7.7 8.3 8.0 4.6 
1986 0.9 5.1 6.2 -3. l 8.6 
1985匡〕
第1四半期 13.4 8.0 7.4 17.0 18.4 
第I四半期 6.1 7.3 8.2 4.9 6.8 
第m四半期 4.9 7.4 9.8 2.8 -20.5 
第1V四半期 4.3 6.0 7. 8 3.0 17.9 
1986 〔司
第I四半期 -3.2 3.9 3.2 -10.3 -1.3 
第I四半期 0.3 3.7 5.7 -3.2 9.9 
第m四半期 -0.2 4. 7 6.7 -4.6 82.1 
第IV四半期 -0.3 6.3 6.0 -5.7 -17.6 
出所〕 !NE, Ministerio de AgriculturaとBE.
aJ各四半期ごとの数値は，季節調整値に基づいて算定したうえで年率に直して表示
されている。
1-25表各種のデフレーター〔a〕
I 1983 1 _i_:_8_4 I 1985 I 1986 
民間消費 12.3 10. 7 8.3 8.8 
政府消費 13.5 8.4 8.8 8.5 
総資本形成 12.1 10.4 7.9 6.6 
国内需要 12.4 10.3 8.3 8.3 
輸出 16.8 12.7 6.8 -1.3 
輸入 21. 5 1. 4 4.0 -14.9 
GDP* 11.6 10. 9 8.1 11.5 
最終需要 13.2 10.9 8.0 6. 6 
出所〕 CNEとBE.
り 1985年までは， 1980年ベースの国民経済計算のデータによる。 1986年について
は， 1985年の数値からスペイン銀行が推計したものである。
＊）市場価格で表示
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でもほぼ2ポイントの低下が見られた。その一方でスペインでは，消費者物価の上昇が依然
として続いたために，これら 2グループの諸国とのインフレ格差は， 1-18図から分かるよ
うに1986年にかなり拡大した。しかしながら， 1987年にスペインの消費者物価は IVA 
が定着してその効果が一巡すればー一落ち着くものと予想され，同時に他の工業諸国での
｛ンフレーションは持続するものと予期されるので， 1986年に見られたインフレ格差の拡
大は 87年には縮小にむかうものと期待できる。 とはいえ， 1986年の価格格差は，それを
GDPデフレーターで計れば， もっと大きくなる点を強調しておくのも無駄ではない。つ
まり，スベインのGDPデフレーターは，既述したように1.5%も上昇したのに対して，
OECD諸国のそれは平均して 3.8飴しか上昇せず，.EEC諸国のそれも 5.396の上昇にと
どまったのである。とくに石油購入のウェートが高いスペインにより有利に作用した輸入
価格によって，これまではそうした大幅な価格格差の一部が最終価格の段階で中立化（相
殺）されていた以上， もはや輸入価格がそれほど有利に作用しないであろう87年にも，対
外競争力を維持するためにスペイン経済が払わねばならない国内コスト引き下げ努力を見
積もるうえで，この価格格差のもつ意味は大きい。
1 -18図 スペインと OECDおよび EECとのインフレ格差 (a〕
16農. I 足16
14ト¥ I -i 14 
12 I- ¥ヽ I ・-l12 
10 I- ¥1、 I -l 10 
81-- ¥ I __ .、---- -l 8 
61-~、 I / " /-16 
41-'¥, ノ------、、_/ -1 .1 
? 】? ???? ?
0 0 
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出所〕 INEとOECD
a〕それぞれの消費者物価指数で計った年平均インフレ率の格差。
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1985年のスペイン銀行「年次報告」では，同年をつうじて平均生産コストは落ち着いた
動きを示したとはいえ，その（上昇率の）鈍化傾向はかなり弱まったと指摘されていた。
1986年には，上記の「年次報告」でも予告されたように，平均コストは上昇に転じ，1978年
に始まった一連の〔1981年を唯一の例外とする〕コスト上昇率の漸進的低下プロセスは破
綻したのである。こうした重大な生産コスト上昇の原因は．労働や租税といった国内要因
に求めなければならない。というのは，すでに指摘したように，輸入投入財とりわけエネ
ルギーの価格は，例外的に有利な動きを示したからである。
労働コストにかんして言えば，、1986年に賃金の上昇が若干加速化したことを賃金指標は
示している。 1986年に協定によって決められた賃金の平均上昇率は8.1彩で，1985年のそれ
は7.4彩であったが，これらはともに，「経済・ 社会協定」で定められた7.2彩~8.5彩の範
囲内におさまっている。 1986年末までの消費者物価指数の累積的な上昇が予想以J:であっ
たので， 12月に賃金改定条項が効力を持つようになった。その影響は，あまり重要でない
とはいえ87年の賃金コストに現れるであろう。なお， 1986年の場合，協定された賃金上昇
には， 1985年12月に実施された同年の賃金改定条項の影響が加わったが， その効果は0.6
ボイントとみなされている。
賃金調査によると，1986年に一人当たり平均給与も上昇傾向を示し，年平均で10.9彩上昇
したのに対して，前年は9.3形増であった。時間当たり平均給与はいくらか低い10.~彩の伸
びで，前年のそれは9.8彩であった。しかしながら賃金調査の指標に反映される賃上げは．
賃金の真の上昇を一ー数量的に確定するのは難しいとはいえー一過大評価している可能性
がある点を指摘しておかねばならない。それというのも，短期契約による労働者が賃金調
査の対象から除外されており，しかも彼らは最も1986年の雇用増の影響を受けたグループ
のひとつであり， またおそらく比較的低い賃金を得ているグループに属しているからで
ある。賃金指標の他のものについて言えば，農業における日当は， 1986年に前年よりもい
くらか落ち着いた推移を示し， 8.0彩の上昇にとどまったのに対して．建設部門の賃金コ
ストは高騰し． その上昇率は9.4彩に達した。
これまでの情報から推して， 1986年における民間部門の一人当たり賃金の上昇率は9.4
彩で，前年のそれを約1ボイント上回ったことが分かる。しかしながら一人当たり労働コ
ストを算定するにあたり．こうした推計に加えて使用者側の社会保障負担の推移を据酌す
ると，労働者一人当たり社会保障負担の増加率が低下したので，上記の賃金上昇は一部相殺
されることになる。そうした負担の軽減は，現在のところ利用できる一ーまだ非常に暫定的
とはいえーー1986年の社会保障費の推移にかんするデータからも推論される。というのは，
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その負担総額は1985年よりも 2ボイント増加したにもかかわらず，それによって―-85年
の雇用減少と対照的な―1986年の重要な雇用増加に水が差されはしなかったからであ
る。その結果，民間部門の一人当たり労働コストは， 1985年と同じ9.5%の上昇率が維持さ
れた。政府部門の総労働コストについては， 14形前後の増加が見込まれているけれども，
経済全体にとっての一人当たり労働コストの上昇率は，この9.5彩に近いものと思われる。
しかしながら，こうした一人当たり労働コストの上昇にともなって，平均生産性の伸び
に大幅な鈍化が親察された。 もし問題の生産性が，単に GDPの推計増加額／雇用量の
麟〔「労働力調査」に基づく〕の比率として求められるのであれば，経済全体の平均生
産性の伸びは，本章の前の節 (2.3)で述べたように， 1985年の3.2彩から86年には0.6彩
になるであろう。しかし， 「労働力調査」の結果を1986年に当てはめる際には注意を要す
る。なぜなら，労働関係法規の大幅に弾力的な適用によって，その年の労働市場の回復の
かなりの部分が説明されるが，同時にそれはまた隠れた（半）雇用をある程度表出させる
ことにもなったからである。このことは， 純粋に統計的な要因とも相まって， 「労働力調
査」の結果に示された（雇用）増加傾向を含意するであろう。いずれにしても，「調査」
1-26表賃金上昇率の指標〔a〕
平時間均当給た与り 平一人均当給た与り 協定賃金 農日業で当の 建賃金設業コスでのト
1983 15.2彩 13.7彩 11.4% 9.0彩 12.3彩
1984 12.4 9.9 7.8 8.8 10.6 
1985 9.8 9.3 7.4 9.2 7.4 
1986 10.1 10.9 8.1 8.0 9.4 
1985 
第I四半期 12.7 9.6 7.4 7.6 7.4 
第I四半期 1. 3 9.7 7.5 9.3 7.6 
第Il四半期 7.8 8.5 7.5 9.8 7.4 
第W四半期 7.6 9.3 7.9 10.2 7.2 
1986 
第I四半期 12.7 10.2 8.2 9.1 9.3 
第I四半期 7.9 10.8 8.1 7.4 9.5 
第皿四半期 11.1 12.5 7.3 7.8 9.4 
第1V四半期 10.4 10.1 8.2 7.8 9.4 
出所〕 INE, Ministerio de Trabajo y Seguridad Social, Ministerio de Agri-
culturaとSEOPAN
a〕各四半期の変化率は，前年同期にたいして算定されている。
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の部門別データは，明らかに他にもいくつかの問題を含んでいるので，見掛けの生産性の
集計的な数値を評価するには細心の注意が必要となる。たとえば，政府の非売（無償）サー
ビスの分野における雇用の増加〔10.0形に近い〕と， 当該部門における全公務員の報酬
の＿上記のような-14.0~るにのぼる推定増加額とは両立しがたい。「労働力調査」に
おいて一定数の賃金労働者が民間部門と公共部門へ按分される際に， 1986年に生じたで
あろう変化についても，前節ですでに触れた。また，政府部門の雇用を他の目的のために
考案された調査でもって測定しようとするのは適切でない点も強調しておこう。要する
に，全体としての生産性が，「労働力調査」のデータから推計して上記のように0.6%まで
低下したとは，ほとんど信じられないのである。そこで， C1 -19)図に載っている生産単位当
たり労働コストの推移を算定するにあたっては， 1. 2形に修正された（生産性の）推計値が
用いられている。いずれにしろ，こうした生産性の弱々しい動きは，何年もの間きびしい
雇用調整が続いた後に，初めて雇用が回復しだした年度においては仕方がないことだとは
いえ，単位労働コストの推移を-1985年の5.6%増から 86年には8.1形増ヘー一押し上
1 -19図価格とコストの推移
10 % 単位労働コスト %10 15 % 生産コスト ％ 
15 
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げる効果を及ぼした。かくて， 生産単位当たり労働コストは，経済全体の平均コストを
4.9ポイント引き上げるのに寄与したものと推定される。
・1986年に平均生産コストを大きく上昇させたのは労働要因だけではない。付加価値税
IVAの導入に伴う税制もまた， そうしたコスト高に大いに係わっている。最終価格に
たいする IVAの影響に触れた際に指摘したように，そのインパクトを測定するのは容易
ではないけれども，手元の推計によればー一税負担の増大という直接的なインパクトも，
誘発（便乗）的な商業マージン引き上げ効果の部分も合わせて一ー全体として約2ボイン
ト物価を上昇させたことになる。最後に，農業で産出された（中間）投入財の価格もまた平
均生産コストを押し上げる要因となった。
このように生産コストの国内要因が騰勢を示したのに対して，その国外要因はむしろ沈
静化の作用をもたらした。すでに指摘したように，石油価格の下落， ドルの減価，そして
外国における物価の概してゆるやかな上昇によって，輸入投入財価格の大幅な低下が誘発
されたのである。そうした価格低下は部分的にしか国内価格に波及しなかったとはいえ，
それが生産コストを抑制した効果はかなり大きく， 1. 3ボイントのコスト削減をもたらし
たものと推定されている。
平均生産コストの推移にたいして すでに見てきたように，相反する一一いろいろな
力が働いた結果，最終的にそのコストの上昇率は，1985年の6.0形から86年にはほぼ7.0彩へ
わずかに加速した。かくて，この数年来のコスト（上昇率）鈍化傾向に終止符が打たれたので
ある。とごろで，この事実が将来の価格（上昇率）鈍化過程にたいして重要な意味をもつ以
上，そうした傾向の中断がどの程度一時的なものであるのか，あるいは逆に永続的な要因を
含んでいるのか，を明確にしておいた方がよい。この点にかんして， 1986年における価格
とコストの形成過程でそれらを沈静化し，あるいは押し上げたいくつかの要因の例外的な
性質について指摘しておかなければならない。つまり，輸入価格の下落も IVAの導入によ
る税制の変化も，ともに近い将来に再現されうる現象ではないのである。経済においてイン
フレーションの発生源と直結している単位労働コストの上昇傾向について，近い将来にお
けるその動きを特定するのは， 1987年の賃金交渉をめぐる情勢が錯綜しているために困難
である。単位労働コストが一一歪みの少ない（ノーマルな）生産性の推移を基礎にした一一
より落ち着いた成長経路に復帰するものと期待できるとはいえ， 1987年のインフレ抑制目
標を達成するには，貨幣賃金の伸びを2.5ポイント以上圧縮する必要があろう。というの
も，非常に厳格な為替政策を採ったとしてもそれほど有利でなくなった輸入価格の動きが
埋め合わされねばならないからである。
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1986年の平均コストの上昇率は6.9%と推定されたが， これは最終価格の実際の上昇率
を下回っており，その差は企業マージンの新たな増加を示唆している。そうした増収は，需
要の推移によってその一部がもたらされ，また IVAの導入を前にして生じた不確実性と
税制の変化に必ず伴う非対照性（不公平）一つまり，税の負担増はほぼ自動的に価格に転
嫁されるのに，負担減はそうならないこと一によっても誘発された。しかしながら，こ
うした動きから輸出部門は除外しなければならない。この部門では，外国市場において競
争力を維持するために，企業マージンの大幅な引き下げが余儀なくされたのである。
1986年のスペイン経済における所得創出プロセスは，賃金コストの推移と上述の企業マ
ージンの推移から規定された。賃金労働者の報酬は，1985年にすでに大幅に伸びていたが，
1986年に再びその上昇率を高め， 13.7%も増加した。 1985年に始まった動きがこのように
持続されたのは，前年と同様に賃金労働者の扉用情勢が改善したからである。雇用は，1985
年にその低下傾向に歯止めがかかり，つづいて86年には上昇に転じたのである。一人当た
り労働コストもまた賃金労働者の報酬が大きく増加するのに寄与した。というのも，賃上げ
は比較的ゆるやかであったけれども，その率は一ー前に述べたように一ー1985年に達成さ
れたものよりも若干高めになったからである。かくて，すでに 1985年に賃金労働者の報
酬が消費者物価よりも高い率で上昇した後をうけて， 1986年にはその差は5ボイント近く
まで拡がつたのである。それに伴う実質的な報酬の増加は， 2.1. 2節で触れたように，
1986年に記録された民間消費の拡大を支えるうえで基本的な要因となった。
総営業余剰も 1986年にその伸び率を高め， 1985年の 10.8%から 13.6%に達した。こう
した成果は，自営業者一ーその所得は，（本来）労働所得の要素を大いに含んでおりなが
ら，営業余剰に含まれている一の数が1986年に2.8%減少した点を考慮に入れれば，ぃ
っそう際立つであろう。かくして，総余剰のうち純粋に企業（資本）的な要素をもつ部分
は，これよりも高い率で増加したに違いない。
2. 5 政府部門 -
1-27表には，「国民経済計算」にしたがって，政府部門全体の所得勘定と所得・資本の
利用状況が＿政府の経済活動が服すべき総予算枠をほぼ反映するよう整理した上で＿
示されている。同表の4の行は，政府が利用できる所得である。すなわち，政府が経済全
体から吸い上げた純収入を表わしており，それは経常収入の額〔1の行〕から経常的な移
転支出と利払いの額〔2の行+3の行〕を引いたものに等しい。 5の行と 6の行は，政府
による財・サービスヘの消費支出と投資支出を示しており，それらの合計である1の行に
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よって， こうした政府機関が経済の最終需要に虹接どれだけ寄与しているか，が計られ
る。 8の行は，政府の資本収入を集約したものであり，資本課税による収入と各種の資本
移転による収入の合計に等しい。この資本移転収入額から同支払額〔9の行〕を控除すれ
ば，その差はマイナスとなり，政府がそれだけの資金を他の経済主体一ー主として公企業
一の総固定資本形成を支援するために提供したことが分かる。最後に，固定資本減耗に
伴う必要な再調整 (10の行）＿それは，この政府部門では慣例的に総営業余剰に相当す
る収入としても計上されている一ーを経て， 「ヨーロッパ所得勘定システム」の用語でい
うところの政府のファイナンスの能力〔＋〕またはその必要〔一〕が明らかにされるが，
それは1の行では黒字（＋〕または赤字〔一〕 という言葉であらわされている。これら
のデータの出所は， 1984年については「国民統計協会」 INEであり， 1985年と86年につ
いては「国家行政監査局」 !GAEである。しかし， IGAEによる 1986年の数値は，中央
政府と社会保障にかんするもの〔1-28表〕だけで， この「年次報告」を書き上げる段階
ではまだ自治少Hと地方公共団体の支出にかんするデータは利用できなかった。そのため，
政府部門全体に触れている 1-27表の， 自治小l、1と地方公共団体の数値はスペイン銀行の
「調査・研究局」による推計値を用いた。同様に， 1985年と86年の固定資本減耗に伴う調
整は， INEとIGAEのデータに麒語を来さないように算定された独自の推計値にもと
づいている。
1986年に政府部門が手にした可処分所得の急増〔23%増〕は際立っているが， その原
因は消費税収入が増加し，他方で社会保障給付と利払いの伸びが鈍化したからである。か
くて，政府の経済活動が他の経済諸部門の可処分所得に及ぼした純効果は， 86年には前年
よりも制約的になった。なぜなら，政府部門は GDPの1(形）ボイントを従来よりも多
く吸い上げたからであるが，そのうち $0形は赤字の削減に振り向けられ， 10形は経常的
な公共支出増に用いられた。他方， 1986年の政府部門の資本収入は，依然そのウェートが｀
低いとはいえ， 1985年の実績のほぼ2倍iこ達し， 1986年の GDPの0.29iるボイントに相当
する資金量を追加的に吸い上げたのである。こうした新たな資金の半分は，他の経済主体
とくに公企業の総資本形成を支援するのに用いられ，残り半分は公共赤字の縮小に利用さ
れた。要するに，経常勘定と資本勘定の差異を捨象すれば，政府部門が手にした資金の純
フロー は， 1986年の GDP比で l.19iる増加したために，経済の最終需要は GDP比で (1
-27表の17.3から17.4へ） 0. 19iる（ボイント）高められ，公共赤字は GDP比で (-6.7か
ら一5.7へ） 1形ボイント削減されたのである。
経常収入のなかでは生産税と輸入税に大きな増収〔30.6形増〕が見られたが，その原因
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は，石油価格の低下がスペイン経済にもたらした実質所得の移転-1986"¥(7)GDPの
1. 3彩ボイントに相当する一のうち約3分の2が政府収入として徴収されたことと， IV 
A の導入がスペインで成功し，廃止された租税による収入に十分代わるだけの税収をも
たらしたことに起因している。社会保障費にかんして言えば， その増加率が13.2彩に比
較的抑えられた点が評価できるが， これに伴って GDPに占めるその比率も一ーそうし
た負担が労働者の（雇用）契約に及ぼす悪影響を軽減するという政府の目標に沿って一
低下した。経常的な所得税と資産税のうち，個人所得税の増収〔9.0彩〕は， 1985年に採
用された税制の部分的改正措置が功を奏して（減収に）歯止めがかけられた結果である。
すなわち，そうした措置は，低所得層にかかる負担を軽減させて総税収を減少させる傾向
を有した反面，税率の累進性を強めることによって徴税能力を高めたのである。しかし，
こうした所得・資産税の増収の大半は，企業収益が改善したために大幅に増加した法人所
得税 (24.3%増〕によって説明される。というのも，資産税が財源として果たす役割は依
然として非常にささやかなものなのである。
経常移転にかんして言えば，社会保障給付の伸びが鈍化した点にはすでに触れたが，輸
出補助金の絶対額が前年に続いて減少したことも注目に値する。最後に，過去から累積し
た公債の利払いは，比率で見ると急増した (33.1彩）が，それでも前年のそれ (94.5彩）
に比べれば一ーとりわけ利子率が低下したために一ーましになった。
政府部門による財•サービスの需要は， 1986年にも一ー1985年に比べて弱まったとはいえ
—嘩済の最終需要にたいして追加的な拡張効果を及ぽした。そうした効果は， 2.1.2節
で述べたように，財・サービスの購入に集中したため，公共消費は16.5%の率で増加する
ことになったが， これは INEが予測した暫定値をはるかに上回っている。 しかしなが
ら，地方政府の財・サービスヘの支出について，いま手元にある数字が確かなものである
と考えられるだけの十分な情報を持ちあわせていない以上， マクロ経済にかんする (1-
27)表を全面的に手直ししようとするのは適切でない。そうした改定は， この「年次報
告」を作成する段階で欠如していた情報が正確に分かるようになった時点で敢行されるで
あろう。この集団的（公共）消費の持続的な増加は，公共投資の不規則な推移と好対照を
なしているが，公共投資は，建設部門を扱った際にすでに指摘したように，国から自治州
への権限の委譲過程によって非常に大きな影響を受けた。その委譲過程の初期に生じた公
募入札の沈滞化は， 弱々しい投資のリズムに反映された。その後，投資は1984年後半と
1985年をつうじて回復したが， 1986年には再び低下して—いま手元にある地方政府にか
んする部分的なデータでもってわれわれが行った推計によれば―この年の伸び率は9.2
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彩になった。
財政政策が経済の最終需要に及ぽした直接的な拡張効果とならんで次の点を指摘してお
かねばならない。すなわち， 1986年になって公企業部門にたいする融資保証政策は， 1982
年以来政府が乗り出した＿各種の資本移転支払の項目に計上される―公債の側での正
常化にかなり反映されるようになった。最後に，資本収入もまた，依然として総収入に占
めるウェートが小さいとはいえ， 1986年にはかなり増加して85年のほぼ2倍に達したが，
その主たる原因は， 共同プロジェクトをファイナンスするために EECから受け取った
資本移転〔注）にあり， また副次的な原因としては， 自治州が管理する資本への課税の強
化が挙げられる。
政府の経済活動は総予算枠に制約されているが，そうした予算に組み込まれている各種
の項目の推移を総括すれば， 1986年に 1兆8300億ペセタにのぼる赤字がその経済活動の結
果もたらされた点を特筆しておかなければならない。 1986年におけるこの赤字の GDP比
は， 1985年の6.7彩に比べれば改善されたとはいえ， 5.7%に達した。 このように政府が
—そのファイナスの必要性（赤字）を1984年や1982年の水準に維持しつつ—経済活動・
範囲を相対的に拡大させた点については，過去4年間続いたスペイン経済の基礎的不均衡
注〕 EECの各種の基金や他の経費をファイナンスするためにスペインから EECへ持ち
出された資金は， EECからの資金フローでもって結果的に均衡したが， この資金の
大部分は国によって受け取られた後，国をつうじて最終的な使途に振り向けられた。
実際，確立された諸基準を適用して， 具体的には， a〕IVAによる税収のうち総額
644億（ペセタ）がネット（純）で持ち出され〔内訳は， 規定によって2894億が EECに
払い込まれ， スベインが純貢献国（払いすぎ）になるのを避けるために EECは総
額2250億を返還した〕，また b〕「他の自己資金」〔関税，農産物輸入にたいする一定
の課微金， そして砂糖にたいする課税〕の規定にしたがって 421億が持ち出された。
これらの合計 1065億は， EECから受け取った資金でもって相殺されたのである。そ
の資金の内訳は， 1〕まず「農業の転換と保証にかんするヨーロッパ基金」 FEOGA
からの経常移転〔379億〕で， これは EECの農業政策をファイナンスするのに振
り向けられ，「農産物の転換とその価格調整にかんする基金」 FORPPAをつうじて
各農家に配分された。 2〕次は「ヨーロッパ社会基金」からの経常移転〔239億〕
で，これは国を介して「国民雇用協会」 INEMに渡された。そして， 3〕資本移転
(406億〕で， これは国が直接行う投資プロジェクトや， 国の資金融資を受ける機関
や公企業の投資プロジェクトをファイナンスするのに用いられた。最後に，国の雑収
入46億ペセタが残っているが，これは事実上，すでに触れた「他の自己資金」の徴収
をつうじてこの機関（国）が受け取る回収プレミアムから成っている。
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ぽ業・インフレーション・対外経常収支の赤字〕を急速に調整しようとした経済政策と
の関連で分析され評価されねばならない。
貨幣政策と為替レートについては次の章で論じることにして，ここでは以下の点を指摘
しておかねばならない。すなわち， 1985年の財政政策の特徴は，租税圧力（ある租税もし
くは租税全体が課する圧力で，通常は税収/GDPまたは労働力人口の比率で計られる）
の上昇が1986年に比べて弱く，公共消費が抑えられて公共投資が促進され，また社会保障
給付が加速的に増加した点に求められるのに対して， 1986年には，租税圧力の上昇が著し
くなり，公共投資を犠牲にして公共消費が増え，また社会保障給付の伸びは低下したので
ある。また，租税圧力増大の原因も両年においてそれぞれ異なる。なぜなら， 1986(原文
では85)年には消費税が GDPより高い率で伸びただけでなく所得税も伸びたのに対し
て， 1985(原文では86)年には消費税が〔自動的に， しかもおそらく一時的に―という
のは，石油価格の水準が国際市場においてじりじりと高まりつつあったから＿〕増えた
だけで， しかもその額は，経常的な所得・資産税の収入や社会保障費における最低の伸び
率を補完するにとどまったからである。
この両年における租税圧力上昇の差は，政府の経済活動に伴うたいへん重大な結果を説
明するうえで鍵をにぎる要素となる。第一に，この差は，社会保障給付をつうじて家計の
可処分所得を補填するのに公共支出をどれだけ割くのか，また公共消費をつうじて最終需
要の創出にどれだけ寵接的な寄与をするのかといった点を明らかにするとともに，政府部
門の純マイナス貯蓄がたどった軌跡を説明するのにも役立つ。というのは， 1985年には可
処分所得への補助は，最終需要への寄与と同じ比率〔対 GDP比〕で伸びたのに対して，
1986年には公共消費が社会保障給付を犠牲にして拡大したからである。第二に，この差は，
その時々の貨幣政策に応じて変わる金融市場の圧力＿これについては，次の章で分析さ
れる一ーと相まって，利払い後の純赤字額の推移を説明するのに役立つ。
まさに1986年に得られた最も重大な結果は，政府部門の純マイナス貯蓄の減少-1985
年のGDP比1.7%から86年には1.05lるになった一ーと，利払い後の純赤字の減少ーー1985
年の GDP比3.2%から86年は1.6%まで下がった＿であった。1986年に石油（価格低下）
から得られた追加的な収入源は異例なものであり，また個人所得税と社会保障費が現在の
制度下ではすでに取立ての限度に達しているように思えることから，将来も歳入の増加が
持続できるかどうかは，確かに疑問視されている。しかし， 1)付加価値税が徴税の余地
をまだ網羅していないことも， 2)個人所得と法人所得への課税を一ー他の国々で経験ず
みの，歳入と歳出を簡素化し整理する方向で一一漸進的に合理化することによって，その
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管理が容易になり国庫に新しい財源がもたらされるであろうことも，また， 3)脱税との
戦いから追加的な成果が提供されうることも，ほぼ確実である。
また，支出の側では，年々の増加率とならんで機能別の使途にも配慮しなければならな
い。公共支出全体の水準にかんしては，対GDP比の上昇傾向が必ずしも着実に鈍化した
とは思えない。その構成内容について言えば，過去の経済危機が長引いたことによって刺
激され，また公企業部門や社会保障制度にたいする融資保証が延引したことによって拡大
された経済調整のための公共支出が，基礎的な社会的ニーズを充足するのに伝統的に用い
られてきた支出を押し退けはじめ，その結果，総支出を押し上げる圧力が生じている。
しかしながら， 1985年の「年金法」によって社会保障給付がその増勢を鈍化させ始めたた
めに，また一一現在実施中のプログラムに沿って公共支出が規制された結果 社会的ニ
ーズの充足に用いられる資金がより効率的に運用されたために，今後数年間に公共赤字を
大幅に削減できるかなりの余地が生じ，かくて雇用の創出とインフレなき経済成長にとっ
てより有利に経済の総需要が再編できるようになった点を特筆しておかねばならない。
逆に，もし公共赤字を大きく削減できるそうした余地が活用されないならば，今日まで
続けられてきたすべての経済調整政策の成果は危機に瀕するであろう。というのは，引き
続き緊縮的貨幣政策が採られるとしても，比較的厳しくない財政政策がそれと組み合わさ
れれば，投資よりも消費を，輸出よりも輸入を，そして物価の安定よりもインフレーショ
ンを刺激するような内容の総需要がもたらされるからである。もし，公共赤字のファイナ
ンスのために依然として国内民間貯蓄の過大な部分が必要とされつづけ，他方マネーサフ゜
ライの上昇に制約が課されるならば，たとえインフレ（率）は低下しつつあっても，イン
フレ期待が蔓延するであろうがゆえに，利子率は低下しようとしないであろう。そして，
外国から投機的な貯蓄（資金）が引き寄せられ，それによってペセタの為替相場を押し上
げる圧力が生じ，スペインの経常収支の中期的な均衡は阻害されるであろう。要するに，
民間投資をつうじての雇用の創出は困難になるであろう。
付記：この翻訳シリーズは， スペイン銀行当局から autorizado(authorized)された
ものである。なお，本文中に EECとECの表現が混在しているが，これは， わが国の
画ー的な用法とは異なりスペインの文献では， EECが死語でないことによる。 だが，そ
の他に， 残っているやも知れない誤訳や用語の不統ーなど， ご教示を頂ければ幸いであ
る（訳者）。
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